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 ２ 決算特別委員会（2015 年 10 月・11 月閉会中）における秋山文和県議の質疑 
 

◆総括的事項（10 月 22 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 滞納税の徴収強化について、高額滞納の整

理促進、預貯金や給与等の差押え、不動産公

売インターネット公売、捜索等の取組で換価

した金額と滞納額の年度間の推移はどうなっ

ているのか。 

２ 県債の状況について、３兆７,７８３億円の

うち５８％が県でコントロール可能な一般債

務、４２％が臨時財政対策債を中心とした地

方交付税算定の需要額の元利償還金に算入で

きるものになっている。臨時財政対策債の償

還について将来にわたって国が財政措置を行

う見通しなのか。実質的借金はずっと減り続

けていくことになる見通しなのか。 

３ 県債の借入れは、春日部市のように銀行な

どに競争入札を実施し、低い金利の借金をし

ているのか。 

４ 事務事業の見直しについて、様々な部門で

県が市町村に対して補助事業を開始するが、

数年すると廃止になることが多く、市町村は

はしごを外されるという経験をこれまで数多

くしてきた。市町村は住民と直結しており、

県の補助がなくなったから開始した事業をす

ぐに止めるわけにはいかない。市町村の背中

を押すことはよいが、先の見通しを提示して、

市町村が事業選択できるようにすべきと考え

るが、どうか。 

５ 消費税について、平成２６年度から消費税

率が５％から８％に引き上げられたが、県有

施設などの施設使用料、手数料などの県民負

担額はいくらか。また、歳入や歳出における

影響額はどうか。 

 

 

Ａ．参事兼税務課長 

１ 平成２６年度の換価額は、預貯金や給与な

どの債権で約２億４，０００万円、不動産公

売で６６２万８，０００円、自動車や動産の

インターネット公売合計で５１２万７，００

０円である。換価額の合計は約２億５,１７４

万円である。高額滞納の整理促進について、

２００万円以上の高額滞納事案は、平成２６

年度９億４,２３９万円ほどあり４億１,５３

４万８，０００円を徴収した。滞納額の推移

は、収入未済額の推移でお答えする。県と市

町村で連携して収入未済額の圧縮に取り組ん

でいるが、過去５年では平成２２年度に約３

６５億円だったものが、平成２３年度３４５

億円、平成２４年度３１３億円、平成２５年

度２８４億円、平成２６年度２５０億円まで

圧縮してきている。 

 

 

Ａ．財政課長 

２ 臨時財政対策債は１００％措置されるとい

う約束のもとに発行している。今後も制度が

続くものと考えているが、本来は地方交付税

で措置されるものであるので、国に対して地

方交付税で措置するようにお願いしていく。

一般の県債については平成２５年度で頭打ち

となっており今後は減少していく。県債は負

担の世代間の公平性や平準化を図ることが主

旨であるが、今後、投資を伸ばしていくよう

な場合には増加することも考えられる。 

３ 県では借入れが高額のため、市場公募債や

銀行等引受けといった手法が用いられる。最

低でも１回に５０億円、場合によっては２５

０億円から３００億円の資金調達が必要であ

るため１社での引き受けは無理で、調達その

ものができなくなるため、入札方式は県の資
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金調達手段としてはなじまないと考える。 

４ 平成２７年度当初予算では福祉部と市町村

との連携がうまくいっていない事例があった。

新規の施策については、関係団体と協議し、

共通認識を持つことが重要である。平成２８

年度当初予算編成通知の中に、あえて新たに

市町村との連携、役割分担や共通認識を持つ

ことに留意するようとの記載を追加している。 

５ 歳入については一般会計では４,４００万

円強、オール県庁では約１３億円の増加と

なっている。歳出については一般会計で約４

５億円強、特別会計を合わせると約４６億円

となっている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 換価の合計額が２億５,１７４万円、高額滞

納が４億円と答弁されたが、その差異につい

て分かりやすく説明していただきたい。 

２ 給与差押えをかなり増やしたようだが、度

重なる催告や予告の後に実施していると思わ

れる。差押えに至る経緯はどうなっているの

か。 

３ 臨時財政対策債は限度額まで発行するのか。 

４ 県は地方税法上では納税義務者ではないが、

消費増税の影響とはいえ、あえて県民に転嫁

をした理由は何か。 

 

 

Ａ．参事兼税務課長 

１ 換価とは、財産を差し押さえて公売や取立

てを行った額である。高額滞納の徴収額４億

１,５００万円の中には、換価の額だけでなく

自主的な納付の額も含まれているため、換価

の合計額よりも高額滞納の徴収額の方が多く

なっている 

２ 納期内納税が原則だが、納期内納税してい

ただけない場合にはまず督促状を発送する。

その後コールセンターで納税の呼び掛け、文

書催告をしてもなお、納税資力がありながら

納税していただけない滞納者には、給与差押

えなど徹底した滞納処分を実施している。 

 

 

Ａ．財政課長 

３ 臨時財政対策債は地方交付税の身代わりで

ある。地方交付税は標準的な事務について措

置されるので、それを下回る発行額にしてし

まうと標準的な事務に対する財源を放棄する

ことになりかねず、別の財源を用意するとい

うことになる。可能性としてはあるが、現実

的には考えにくい。与えられた財源の中で最

大限事業を実施していく。 

４ １３億円のうち大部分は納税義務のある公

営企業である。社会保障関連経費の安定財源

を確保するため、広く薄くご負担をお願いし

たい。 

 

 

 

◆企画財政部（含 出納、監査事務局）関係 

（10月22日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 埼玉高速鉄道（株）の経営再構築の支援内

容はどういうものか。また、同社に対する県

の権利はどのようなものか。 

２ 水資源の確保について、安定水利権の割合

が現在７１％で、平成２８年度の目標が１０

０％となっているが、水の需要と供給のバラ

ンスは既にとれているのではないか。 

３ 全国知事会の活動の中で、上田知事が委員

長を務める全国知事会地方行政体制特別委員

会において、各党で検討されている道州制の
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基本法案に明記すべき事項等について政党へ

の申し入れを行ったとあるが、その内容を教

えてもらいたい。 

４ マイナンバーへの対応と情報セキュリティ

に係る費用はどのくらいか。また、今後の費

用見込みはどうか。 

 

 

Ａ．交通政策課長 

１ 埼玉高速鉄道（株）は、平成２７年１月に

事業再生ＡＤＲ計画を策定し、経営再構築を

図った。この支援の内容は、金融機関に対す

る損失補償として約３１６億円、県の貸付金

債権を資本に振り替える支援が約１３１億円

で、これにより埼玉県の出資比率は４９．３％

となっている。 

 

 

Ａ．土地水政策課長 

２ 平成２６年度の水利権量は毎秒２６．８㎥

で、うち安定水利権は毎秒１９．１㎥、暫定

水利権は毎秒７．７㎥となっており、水利権

量の毎秒２６．８㎥を上限に取水している。

平成２６年度の最大取水日の平均取水量は２

１．４㎥であり、日平均のため時間帯によっ

ては、最大取水量はもっと大きくなる。そこ

で安定水利権を確保していくことは重要であ

ると考えている。また、利根川水系の渇水は、

平成に入って８回、３年に１回程度発生して

いるが、取水制限は水利権量に対してかけら

れるため、水利権量の確保が必要である。 

 

 

Ａ．企画総務課長 

３ 全国知事会においては、上田知事が委員長

を務める地方行政体制特別委員会が中心とな

り国政の動きに合わせて道州制について議論

を行っている。平成２５年７月の全国知事会

議において、各党が策定する基本法案に盛り

込んでいただきたい事項をとりまとめ、その

後、政党に対する要請活動を行ったところで

ある。要請の内容は、「国民的議論が十分に行

われるよう、今なぜ道州制なのか、道州制の

理念や姿が具体的かつ明確に示さなければな

らないこと」、「道州制は中央集権を打破し、

地方分権を推進するものであることを明確に

示さなければならないこと」、「道州制は、地

域間格差を拡大させることなく、国民の幸せ

の向上につながるものでなければならず、格

差是正の仕組みを明確に示さなければならな

いこと」などを申し入れたところである。 

 

 

 

Ａ．情報システム課長 

４ マイナンバーについては、平成２８年１月

から利用が開始され、平成２９年から情報連

携が始まるなど、段階的に施行される。業務

手続の見直しなど制度的対応と、システムの

構築・改修などシステム面の対応が必要とな

る。市町村についても同様であり、必要な支

援を行っている。県庁ＬＡＮの運用・セキュ

リティに係る費用は年間３億１，０００万円

程度である。今後も毎年、同程度必要である。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 埼玉高速鉄道（株）に多額の利益が上がっ

た場合は、どのように利益が還元されるのか。 

２ 水需要の推移はどうなっているか。渇水に

よる取水制限があっても、既に供給量は十分

バランスが取れているのではないか。 

３ マイナンバーの導入費用はどのくらいか。 
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Ａ．交通政策課長 

１ 埼玉高速鉄道（株）は、まだ再構築を行っ

たばかりのため、まずは経営の自立化を図る

ことが大事である。今後は設備投資・更新が

必要になる。利益をどう還元するかは、もう

少し経営が安定化した後に検討すべきと考え

ている。 

 

 

Ａ．土地水政策課長 

２ 水利権量は毎秒２６．８㎥で、そのうち安

定水利権が毎秒１９．１㎥となっている。 平

成２６年度の最大取水日の平均取水量が毎秒

２１．４㎥であり、これでは安定水利権だけ

では足りず、暫定水利権が必要となる。 

 

 

Ａ．情報システム課長 

３ マイナンバーの導入費用は平成２７年度で

６億１，０００万円程度である。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

埼玉高速鉄道(株)には県がほぼ半数に近い出

資をしている。よって、自治体の支援を受けて

いる事業者としてノーマライゼーションには最

大限に協力することとし、障害者の福祉割引制

度を是非導入していただきたい。その方が会社

の利益にもつながると思うがどうか。 

 

 

Ａ．交通政策課長  

割引制度の拡充については、埼玉高速鉄道

(株)は民間会社でもあり、経済的負担を強いる

ことは難しいが、県民の足としての役割もある。

社会のニーズに合った対応を働き掛けたい。Ｊ

Ｒや東京メトロも精神障害者割引は導入してい

ない実態もある。割引拡充は、専門的知見のあ

る国において、ガイドラインを作成し、事業者

に提示していただくことも必要と考えている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

ＪＲは乗車券で割引制度を導入しているので、

先の答弁を修正されたい。 

 

 

Ａ．交通政策課長 

乗車距離が１００ｋｍを超える場合等におい

て、ＪＲには障害者割引の制度がある。答弁を

修正する。 

 

 

 

◆総務部（含 秘書課、人事委員会）関係 

（10月26日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 追加要求資料１８「部局別年次休暇取得状

況」について、直轄の７．５日は県土整備部

の１４．２日、会計管理者の１４．９日と比

べると約半分であるが、この原因をどのよう

に考えているのか。また、全体では１２．５

日という低い取得率をどう改善するのか。 

２ 追加要求資料１９について、年間における

時間外勤務について、時間外勤務手当支給額

の最高額と時間数が約６７７万円で９１０時

間となっているが、なぜこのような時間数に

なったのか。また、過労死ラインは月８０時

間とされているが、これを超える月があった

のか。 

３ 私立高校運営費補助について、平成２６年

度は４８校、１３９億円余と対前年度は増え

ているが、生徒１人当たり単価では全国平均
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の８５％にとどまっている。私立高校に対す

る公民格差の解消に向けて今年度どのように

努力してきたのか。また、今後はどのように

計画しているのか。 

４ 女性管理職登用について１０年後に２０％

が目標とのことであるが、４年間で２．３ポ

イントしか上がっていないことからすると、

１０年後は１４％にしかならない計算である。

女性職員は４割以上おり、女性管理職の登用

は途上であると思われるが、女性管理職登用

率の向上に向けた決意を伺う。 

５ 設計労務単価の引き上げが、現場で働く建

設労働者にどのように反映されたか。また、

若者の建設業界離れを防ぐための実効ある手

立てをどう取ったか。 

 

 

Ａ．人事課長 

１ 直轄の職員の年次休暇の取得が少ないのは、

秘書業務を所掌していることから、急な来客

等突発的な業務に対応する機会が多いため、

自分のペースで仕事を進められず、年休を取

得することが難しいことが考えられる。全体

として年次休暇の取得を促進するための取組

については、毎年、年度当初に会議を通じて

年次休暇の取得について周知しているほか、

ゴールデンウィークや夏期期間、年末年始に

年次休暇を取得して連続休暇を取るよう通知

している。今年度はゴールデンウィークに年

次休暇を取得し、５連休以上の連続休暇を取

得するよう通知した。その結果、年次休暇を

取得して５連休以上の連続休暇を取得した職

員は約６４％であった。夏休みについては輪

番制により連続休暇を取得するよう通知して

いる。今年の年末については、１２月２８日

が月曜日であるため、１日年次休暇を取得す

ることにより９連休となる場合がある。この

ような連休となるパターンを具体的に示して

取得促進を図っていきたい。 

２ 時間外勤務手当が最も多かった職員は児童

相談所の医師で、児童相談所を巡回して児童

の診察を１人で行っていた。医師の採用は困

難な状況だが、平成２７年４月に１人採用し、

可能な限り業務を分担してもらうようにして

いる。今後、更なる医師の採用を検討するほ

か、外部委託できる業務がないかなどを検討

していく。平成２６年度に当該医師が８０時

間を超える時間外勤務を行った月は４回あり、

その都度、人事課や部局の職員担当から本人

に対して、時間外勤務の縮減について助言、

指導を行った。 

４ 女性職員管理職の登用については、このま

まのペースでは２０％を達成することは難し

いと認識している。女性職員に対し、管理職

になる意識付けを行う研修や人事配置、様々

な環境整備などを積極的に図ることで、１０

年後の女性管理職２０％を達成していきたい。 

 

 

Ａ．学事課長 

３ 私学助成については、運営費補助と父母負

担軽減事業と合わせて２本柱で取り組んでい

る。平成２６年度１人当たり単価の合計は３

３万６，３３２円で全国３２位である。平成

２４年度は３９位、平成２５年度は３３位と

年々順位を上げ、充実に努めている。運営費

でも、補助単価の伸び率は、平成２６年度は

１．４％で全国第１７位、平成２７年度は全

国第１３位と頑張っている。公私間格差が広

がらないように運営費の配分においても、生

徒納付金の高いところは減額し、低いところ

は加算するような仕組みを取り入れている。

また、生徒納付金の値上げを行う予定の学校

に対しては、丁寧にヒアリングを行い、その
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必要性を確認するなどできる限りの抑制を指

導している。 

 

 

Ａ．入札課長  

５ 個々の労働者の賃金は把握していないが、

建設労働者の賃金向上のためには、企業が適

正な利益が得られる金額で契約することが重

要である。県としては、極端な低価格での入

札、いわゆるダンピング防止の対策として、

最低制限価格の設定や低入札価格調査制度の

運用を行い、安い価格での受注を防止してい

る。また、建設業界の就労環境の向上のため、

昨年１０月から６，０００万円以上の工事を

対象に社会保険への加入を条件とした入札を

行い、今年度からは対象工事を３，０００万

円以上に拡大した。将来的には県発注工事は

全て社会保険加入業者でなければ受注できな

い制度とし、若年者が建設業界に入職しやす

い環境を整備していきたい。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 平成２７年度から医師を採用したというこ

とだが、新たに医師を採用して２人体制に

なったということでよいか。越谷児童相談所

を訪問した際、医師が来ると非常に助かると

いう話を聞いており、時間外勤務の状況につ

いて早急に改善してほしいと考えている。今

年度の当該医師の時間外勤務の状況はどうか。 

２ 運営費補助と父母負担軽減補助は、性格が

違うと思う。運営費補助が低いと、例えば非

常勤教員を雇わざるを得ない状況となる。父

母負担軽減補助が増えているのはいいことだ

と思うが、トータルで３２位は、まだ不十分

である。今後、どうやって努力していくのか。 

３ 設計労務単価が引き上がっても、建設労働

者の実勢賃金に反映されていない。設計労務

単価が建設労働者の賃金にきちんと反映でき

る仕組みづくりが必要であるが、どのように

考えているか。 

 

 

Ａ．人事課長  

１ 新たな医師を１人配属し、児童相談所の医

師は当該医師と合わせて２人となっている。

上半期は新たに配属した医師が事務に慣れて

いないことや、業務委託が進んでいないこと

から、時間外勤務の状況はそれ程変化はない。

部局や本人とよく話しをしながら、下半期は

時間外勤務の状況をしっかり改善していきた

い。 

 

 

Ａ．学事課長  

２ 両補助について性格が違うという意見を含

め、いろいろな考え方があると思うので、今

後幅広く意見を伺いたい。ただ、運営費に関

しては、消費支出比率について平成１８年度

の１０４％から平成２５年度は９６％と改善

されるなど学校の改革の取組は進んでいる。

父母負担軽減補助については、県民の評判も

良く全国的に子どもが減っていく中で埼玉県

は定員を確保しているというメリットもあり、

うまくいっている。今後とも、財政状況を踏

まえながら運営費と父母負担軽減補助を合わ

せて、総額の確保に取り組んでいきたい。ま

た、運営費については効果的な配分について、

常に改善するところはないかどうか丁寧に考

えながら内容の充実にも努めていきたい。 
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Ａ．入札課長  

３ 全ての労働者の賃金については、労働関係

の最低賃金法や労働基準法などの法令順守に

より対応するべきと考えている。 

 

 

 

◆都市整備部関係（10 月 26 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 行政報告書の「有料施設の利用者数及び稼

働率」で、平成２６年度に消費税率が８％に

引き上げられたことを受けて使用料の値上げ

や高齢者に対する減免が縮小されたが、その

２つによる影響額はいくらか。また利用者数

の推移はどうなっているのか。 

２ 違反建築物の是正指導について、６，４６

２件の巡回パトロールで違反是正指導を５９

件行っているが、違反是正の主な内容は何か。

また、違反建築物の中にくい打ち違反が含ま

れていたのか。さらに、くい打ち偽装を発見

し是正する体制となっているのか。 

３ 世帯数に占める公営住宅の割合が、４７都

道府県中で最下位となっている中で、なぜそ

の割合を維持するという後ろ向きな方針とし

ているのか。 

 

 

Ａ．公園スタジアム課長 

１ 消費税等の影響については、指定管理者の

利用料金収入を過年度と比較することでその

影響を見ることができると考えられる。平成

２６年度における有料施設の利用料金収入は

県営公園全体で１３億１，６３１万７，００

０円であり、平成２５年度の１４億４１８万

１，０００円と比較すると６％の減少となっ

ている。利用者数の推移については、平成２

６年度については４６２万７，１８５人であ

り、平成２５年度の５１６万３４４人と比較

すると約１０％の減少となっている。こうし

た傾向は個々の公園施設の状況等が大きく影

響していると思われる。例えば、４公園にあ

るプールの利用者数を見ると、平成２６年度

は７７万２，７５３人、平成２５年度につい

ては９４万６，９３５人で１８％の大幅な減

少となっている。理由としては、平成２６年

度は天候不順であったため利用者数が少な

かったと考えている。これ以外に所沢航空記

念公園では発祥記念館も含まれるが、全体と

して平成２６年度の利用者数は３１万８，４

７５人で平成２５年度の４７万１，１２０人

から３１％減少している。これは平成２５年

度に開催した「ゼロ戦」の特別展が好評であっ

たため、その落ち込み分があったと考えてい

る。こども動物自然公園については、平成２

６年度の利用者数が７２万７，４０４人で平

成２５年度の７１万２，６６７人から約２％

増加している。全体で見ても、特別に理由が

あるものを除き、平成２５年度と比較して稼

働率が１０％減少している施設はない。消費

税の影響というよりは天候や企画展などが利

用者数及び利用料金収入に影響していると考

えている。 

 

 

Ａ．建築安全課長 

２ 平成２６年度の違反是正５９件の主な内容

は、「建築確認手続きなし」、「耐火基準に抵触」、

「排煙基準に抵触」、「建ぺい率・容積率のオー

バーや構造基準に抵触する事案」があった。

５９件の違反の内容には、くい打ち工事は含

まれていない。くい打ち偽装の発見であるが、

建築基準法では中間検査や完了検査が義務付

けられており、埼玉県では施工業者から提出
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された施工報告書や写真、チェックリストな

どで検査している。しかし、提出書類には必

ずしも杭が支持層に達したことを示す電流計

のデータなどが含まれているとは限らない。

また電流計のデータが提出されたとしても、

差替えが行われている場合には発見は困難で

ある。違反の是正体制については、違反が判

明したものについて、施工者や設計者等を指

導し、調査・検証及び必要な是正措置を指導

している。 

 

 

Ａ．住宅課長 

３ 平成３７年度までは県内の世帯数が増えて

いくと想定される。そうした状況に合わせて

県営住宅を供給していくには、少なくとも県

営住宅率の維持が必要である。なお、ハード

面に加えソフト面の取組として、２年間で４

回落選すると当選しやすくしており、人気の

高い団地に限定しなければ複数回の応募で入

居ができるようにしている。さらに、今年の

１０月募集からは、過去１年間の応募倍率を

募集案内に掲載するようにしたため、倍率の

低い団地を希望すれば更に当選しやすくなっ

ており、少ない県営住宅の中で入居しやすく

している。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 様々な要因があり、消費税の引き上げによ

る影響かどうか分からないということがよく

分かった。答弁不要である。 

２ くい問題の対応は非常に難しい。現場の施

工にずっと付いていなければ対応できないと

いうことであり、対応が難しいことを明らか

にするためあえて質問した。しかし一度くい

の偽装があれば重大な問題となる。建築確認

が民間開放され、その当時から民間が確認す

ることを問題視してきたが、行政としてくい

の偽装に対して今できる最善の方法は何か。 

３ 平成３７年度までは、世帯数が増加すると

のことであるが、県営住宅の供給量はどの程

度必要であると考えているのか。 

 

 

Ａ．建築安全課長 

２ くいの施工に立ち会えば万全であるが、現

在、国が元請業者の監視体制や、検査・報告

制度、建築基準法の改正も含めて見直しを検

討しており、国と連携して対応していく。 

 

 

Ａ．住宅課長 

３ 世帯数が増加する局面となる今後１０年間

は、建設と借上げ方式によって２,０００戸弱

の県営住宅を供給していく考えである。 

 

 

 

◆下水道局関係（10 月 28 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 公営企業会計基準が変わったとの話だが、

改善点を分かりやすく教えてほしい。また、

収益・費用ともに１８５億２,０００万円計上

したとのことだが、これは過去の補助金全て

減価償却なのか、単年度のものなのか。 

２ 資料１の市町への維持管理負担金返還金費

用３２億４,４００万円の皆減理由について、

返還に至った経緯を含めて説明してほしい。 

３ 資料５の維持管理負担金単価であるが、各

流域で大きな差がある。流域の成り立ちに

よって違ってくると思うが、市町の下水道料

金に大きく関係してくる。低い単価で統一す
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るという考えはないのか。 

４ 資料６に平成２６年度に下水汚泥の放射能

対策に要した経費が３億３,６００万円ある

が、過去に全ての経費は賠償金として東京電

力から支払われているのか。４年半に累積す

る経費と補償額について伺う。 

５ 決算書３３ページだが、現在流域下水道事

業会計では、起債残高が９１２億２,０７７万

３,９２０円あるが、このうち、一般会計が負

担すると見込まれる額は７９７億１,７６１

万８４１円とあるが、根拠について伺う。 

６ 環境負荷の低減のため、高度処理は必要だ

が、高額な投資が必要と思われる。現状と今

後の実施計画について伺う。 

７ 処理水量は将来においては、漸減すると思

うが、ピークはいつごろになるのか。 

 

 

Ａ．下水道管理課長 

１ 減価償却費の方法が変わった点について、

従来、減価償却の対象としなかった固定資産

の補助金等充当部分について、減価償却を行

うことになった。１８５億２,０００万円増え

ているが、これは、平成２６年度の減価償却

費の補助金充当部分であり、単年度のもので

ある。その他は、従来、資本に計上していた

企業債を負債に計上することとなった。 

２ 平成２２年度の公営企業会計移行後、黒字

となっている流域の市町から黒字分を返還し

てほしいとの要望を受けた。そのため、平成

２２年度から２４年度の流域別の収支状況を

確認し、事業運営上必要な経費を留保した上

で、平成２５年度に関連市町へ返還した。 

３ 施設の老朽化に伴い、今後、改築更新費用

などの費用の増が見込まれている。流域下水

道事業は流域市町からの処理水量に応じた負

担金により賄われている事業であり、処理原

価を下回る低い単価で統一した場合、一般会

計からの多額の赤字補填がない限り事業の継

続が難しくなってしまう。そのため、市町の

負担を少しでも抑制するため、設備の長寿命

化によるライフサイクルコストの縮減などの

取組を進めるほか、太陽光やバイオガス発電

の取組を進め、市町負担金以外の収入を確保

していく考えである。 

４ 東京電力に賠償を請求すべき費用は、放射

能測定費用と焼却灰保管費用である。平成２

３年度は４億８,２４７万円、平成２４年度は

３億７,２０９万円、平成２５年度は５億１,

９６０万円となっており、これを平成２３年

度分は、平成２４年に、平成２４年度分は、

平成２５年に、平成２５年度分は、今月、平

成２７年１０月に請求している。実際に補償

された額は、平成２３年度分は平成２５年１

２月に４億６,９６６万円、１,２８０万円は

未納であり、平成２４年度分は平成２６年１

１月に３億４,５４８万円、２,６６０万円は

未納であり、補償されなかった経費は人件費

等であるが、近隣住民への説明会に係る人件

費などである。県の主張が認められるよう、

請求のたびに必要性を訴え、公開質問状を東

電に送付するなど交渉を継続している。 

５ 企業債償還金のうち資本費として流域市町

が負担すべき分を除いたものが、一般会計が

負担すると見込まれる額７９７億円である。

平成２６年度末企業債残高は約９１２億円で、

市町が負担すべき額は１１５億円で、その差

額が７９７億円となっている。 

６ 荒川などが注ぐ東京湾では、富栄養化の原

因となるチッソ・リンを削減するため、高度

処理の導入を進めている。平成２６年度末時

点での高度処理化率は約１７％となっている。

今後については、高度処理のための施設の改

造には、多大な時間と費用を要することから、
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既存施設を活用し、運転管理の工夫により、

水質の向上を図る「段階的高度処理」の導入

を進めていく。なお、この効果は実証実験に

より確認されている。したがって、今後は、

段階的高度処理を導入することにより、東京

オリンピック・パラリンピックが開催される

２０２０年までに高度処理化率１００％を目

標として取り組んでいきたい。 

７ 今後の人口の動きと関係してくる部分もあ

る。処理水量は平成３２年度をピークに平成

５２年度には約１０％減少すると見込んでい

る。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 起債残高の関係だが、市町が負担すべき額

１１５億円はどのような経過で起債されたの

か。 

２ 東京電力から補償されなかった経費は他県

でも同様にあるのか。 

３ 高度処理だが、春日部市はオゾン処理して

おり、大変きれいな処理水である。段階的高

度処理はオゾン処理を施した数値まで改善さ

れるのか。オリンピックまでに高度処理化率

１００％を目指すとのことだが、水質に問題

はないのか。 

 

 

Ａ．下水道管理課長 

１ 下水道施設建設の際、企業債を起こして借

入れを行う。その企業債の償還にあたり、国

から交付税措置されない部分について、資本

費として市町が負担している。 

２ 他県と情報交換を行っており、他県でも本

県と同様に、請求した額と実際に補償された

額に差額が生じているところである。情報交

換の中で、後から補償が認められたような事

例があれば、情報共有していきたいが、現時

点では難しい状況にある。 

３ 春日部市のオゾン処理だが、春日部市の汚

水処理は中川流域下水道に接続しているため、

中川水循環センターで処理している。なお、

水質については、例えば、ＢＯＤであれば１

０㎎/Ｌ以下という目標を立てて進めている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

春日部市は流域下水道未接続区域があり、そ

こではし尿をくみ取りしてオゾン処理までして

いる。それと比較して聞いているがいかがか。 

 

 

Ａ．下水道管理課長 

県では、東京湾に流出する下水の量の４０％

を埼玉県が占めているため、東京湾への下水の

流入を問題視している。通常の下水処理では処

理することのできないチッソやリンが東京湾に

流入すると閉鎖水域のため、赤潮や青潮が発生

する。これを防ぐため、関連する流域の千葉県、

東京都、埼玉県、神奈川県で高度処理に取り組

んでいる。そのため、県の概念では高度処理と

いうのは、チッソとリンを取り除くことであり、

委員お尋ねのオゾン処理は、色や臭いを取り除

くものであり、目的が違う。オゾン処理とは比

較する指標が異なってくる。なお、さいたま新

都心の施設では、トイレ用水、いわゆる中水を、

県が供給しているが、これについては色や臭い

を取り除いており、県でもオゾン処理に取り組

んでいる。 
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◆企業局関係（10 月 28 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 水需要が漸減している現状を踏まえ、工業

用水道事業及び水道用水供給事業の今後の水

需要の見通しはどうなっているか。 

２ 平成２５年度決算審査の改善事項について

の措置状況で、「大久保浄水場の改善基本計画

を策定しているところ」とあるが、その内容

はどのようなものか。また、高度処理施設導

入の際の国庫負担は見込めるのか。 

３ 消費税率が５％から８％に改正されたが、

それが収入及び支出に与えた影響はどうなっ

ているのか。 

４ 資料１２にもある浄水発生土の放射能対策

について、この年度の費用はどのくらいか。

また、東京電力の補償はどのようになってい

るか。 

 

 

Ａ．水道企画課長 

１ 工業用水道事業に関しては、過去１０年間

の実績で年平均１．６６％減少している状況

である。平成３８年度までの水需要の減少を

見込んだ場合、予備力を含めた必要な施設能

力としては日量２０万㎥規模と見込んでいる。

また、水道用水供給事業では、年間で０．５％

減少しており、同様に平成３８年度時点で、

予備力を含めた必要な施設能力としては日量

２４０万㎥規模と見込んでいる。今後、水需

要を見据え、現有施設能力から余剰となる施

設は、ダウンサイジングしていく。 

２ 高度浄水処理を導入する場合、オゾンプラ

ス生物活性炭処理を追加することになる。基

本調査では、これらの場内での配置や、既存

の施設との調整等について検討している。ま

た、大久保浄水場の浄水処理改善の費用は約

２８０億円の見込みである。国庫補助金はそ

のうち約２割の５５億円程度を充当できる見

込みである。 

 

 

Ａ．財務課長 

３ 消費税率改正の影響は、工業用水道事業会

計の収入で約４，８７０万円の増、支出で約

４，４９０万円の増、水道用水供給事業会計

の収入で約１１億８，８７０万円の増、支出

で約５億４，４７０万円の増、地域整備事業

会計の収入で約８８０万円の増、支出約６，

２００万円の増である。 

 

 

Ａ．総務課長 

４ 平成２６年度に請求した費用は、平成２５

年度発生分になるが、保管費用が約７千万円、

処分費用が約７億２，０００万円となってい

る。このうち東京電力から支払われた賠償額

は、保管費用は全額の約７，０００万円、処

分費用は約６億２，５００万円である。処分

費用のうち、まだ支払われていない約９，５

００万円については、１００ベクレル以下の

発生土の処分費用である。これについては、

現在、東京電力と交渉中であるが、何とか支

払っていただけそうな見通しとなっている。

平成２６年度に発生した浄水発生土の費用に

ついては、これから請求するものであるが、

保管費用が約３，３００万円、処分費用が約

７億８００万円である。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 施設のダウンサイジングは、直ちにではな

く更新時に合わせて実施していくことでよい

か。 
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２ 高度浄水処理導入年度の見通しはついてい

るのか。 

３ 消費税率の改正により水道用水供給事業会

計では差し引き約６億円が企業局の収入とし

て増加しているように見えるが、どのように

対応しているのか。 

 

 

Ａ．水道企画課長 

１ そのとおりである。将来の水需要の減少を

見据えた場合、施設能力は余剰となっていく。

一方、浄水場は、数万㎥規模の施設単位で廃

止が可能となることから、時期を見据えて実

施していく。 

２ 今年度実施している基本調査の内容を精査

して、工事の開始時期を検討していく。 

 

 

Ａ．財務課長 

３ 水道用水供給事業会計の消費税率改正によ

る収入の増分約１１億８，８７０万円と支出

の増分５億４，４７０万円の差額約６億４，

４００万円については税務署に納税した。 

 

 

 

◆病院局関係（10 月 28 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 資料４から医師の負担軽減についてお伺い

したい。昨年度、改善又は検討を要する事項

であった「医師及び看護師の充足率を高める

など、職員の負担軽減を図ること」について

は、平成２７年度には医師３名、看護師７１

名を増員し、定数に対して医師９４．３％、

看護師９８．６％の充足となっている。これ

はもう一息の努力を願うところである。そこ

で、いわゆる医療クラークと呼ばれる職種の

配置がとても大事だと言われている。診断書

等の文書作成補助、診療記録への代行入力、

主治医意見書記載の代行、検査予約等のオー

ダリングシステム等への代行入力、電子カル

テシステムへの代行入力または各種会議等の

資料作成を行う方々である。このような医療

クラークについて、４病院における配置状況

はどうなっているか。 

２ 昨年度の決算審査では、医師の時間外勤務

について、最長が循環器・呼吸器病センター

の医師で月平均１０１時間、年間１，２１１

時間という答弁があった。過労死ライン月８

０時間を超えている状況であるが、平成２６

年度は改善されたのか。 

３ 小児医療センター移転後の施設として、医

療型障害児入所施設の進捗状況及び周辺自治

体住民への説明会の実施予定を伺いたい。 

 

 

Ａ．経営管理課長 

１ 医療クラークについては、平成２２年度に

病床当たりの配置数１００対１から導入し、

以降、順次体制の強化に努めている。現在の

配置は、循環器呼吸器病センターが１３名、

常勤換算１０名、がんセンターが２１名、常

勤換算１４名、小児医療センターが１２名、

常勤換算６名、計４６名、常勤換算３０名で

ある。精神医療センターは、医療秘書に依頼

できる内容も限定されるため、現時点では導

入していない。 

２ 平成２６年度の最長の時間外勤務時間は、

循環器・呼吸器病センターの医師で、月平均

１０５時間、年間で１，２６１時間であった。 
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Ａ．循環器・呼吸器病センター病院長 

２ 当センターにおける医師の時間外勤務の最

長は、月平均１００時間を超える状況となっ

ている。病院局で医師の定員を増やしていた

だいたが、大学の医局における人事調整の関

係で人の流れもあり、なかなか定数を充足す

ることができない。当センターは、場所的な

条件も厳しく、来てくれる医師が見つかりに

くい状況である。しかし、病院としても医師

確保の努力をしており、今年度のレジナビ

フェア等で６名ほど希望者があり、病院へ見

学に来ていただいた。今後とも、こうした努

力を続けて何とか充足を図っていきたい。当

センターは救急患者が朝・昼・晩、絶え間な

く来院する急性期の病院である。カテーテル

室に治療に入るとすぐには出られない。１人

で出来る治療ではないので別の医師に対して

呼び出しがかかる。このような状況下で、時

間外勤務が減らせない。しかしながら、健康

管理については、衛生委員会等を通じて衛生

管理者にチェックをしてもらうなど十分に配

慮している。若さに任せて頑張っていただい

ている厳しい状況ではあるが、引き続き、医

師を増やす努力をしていきたい。 

 

 

Ａ．小児医療センター建設政策幹 

３ 小児医療センター移転後の施設として、医

療型障害児入所施設の整備を進めているとこ

ろであるが、現在公募中で、施設を運営する

事業者を選定中である。説明会については、

事業者の決定後になるが、平成２７年度中の

適切な時期に周辺自治体住民への説明会を開

催する予定である。 

 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 医療クラークについて平成２２年度から順

次増やしているとのことだが、配置のある３

病院の病院長に率直に伺いたい。３病院の医

師の平均の時間外勤務は月３７から５０時間

位だったと思うが、相当な過重労働であると

考える。医師には医師にしかできない仕事を

しっかりしてもらうことが、医師の健康管理、

やりがい、医療の質を高める等の効果がある

と考える。現状の配置では少ないのではない

かと危惧しているが、どのように認識してい

るか。特に、循環器・呼吸器病センターの医

師の時間外勤務の最長が、年間１，０００時

間を超えている状況が平成２５年度、平成２

６年度も続いているようだが、そういう医師

には医療クラークが密着して補助ができてい

るのか。 

２ 医療クラークは検定を受けている方を配置

しているか。 

 

 

Ａ．循環器・呼吸器病センター病院長 

１ 医療クラークは医師の負担軽減に非常に役

に立っており、電子カルテオーダーの代行入

力各種診断書の作成、画像の取込み等をして

いただいている。医療クラークがいなければ、

これらの業務は医師がやらざるを得ない。実

感としては、もう少し多くいるとありがたい。

当院は結核病院であるので、法令に基づく書

類が膨大にある。担当医だけではどうにもな

らない。また、保険会社に提出する書類等は、

遅れるとクレームになりかねないので、早く

処理をしなければならない。昔はこのような

業務を夜中までかかって医師が処理していた

が、今は医療クラークにやっていただき、非

常に助かっている。 

２ 当センターの医療クラークは全て検定を受
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けている。 

 

 

Ａ．がんセンター病院長 

１ 当院で雇用している医療クラークは２１名

で、常勤換算すると１４名である。主な仕事

は保険関係の書類の記入、がんの登録、手術

のデータ登録などで医療クラークがいること

でスムーズに行えている。その他内部のデー

タベースの登録などを頼んでいる診療科もあ

る。書類の作成に当たっては医師が治療に専

念できる環境を整えてくれている。他にも人

が欲しいところが多くあるため、今まで医療

クラークの増員を強く要望はしていないが、

アシストしてくれる人材が増えると助かる。 

２ 全員が検定を持っている。 

 

 

Ａ．小児医療センター病院長 

１ 当院で作成する文書は、他の病院と異なり、

生命保険関係書類が少なく、先天性疾患、小

児慢性疾患の診断書など特定の書式の診断書

が多い。そのため、一旦、書類を作成すると、

例年、同じ作業を求められることになる。た

だ、電子カルテシステムが導入されてからは

作成作業も比較的楽にはなってきた。現在、

常勤換算で６人の医療クラークがいるが、今

後、３０対１を目指し、１０人くらいまで増

員したいと考えている。先日の視察の折、御

覧いただいたように、当院の場合、診療その

ものに手間がかかるため、医療クラーク以外

にも増員したい職種が多々ある。医師以外の

職種も含めて、病院全体の機能向上を視野に

入れて検討したい。なお、当院の医師の平均

残業時間は３８．４時間であり、落ち着いて

いる方ではないかと思われる。 

 

Ｑ．秋山委員 

医療クラークについて、今後どこまで増やす

という計画はあるのか。先ほど私が紹介した医

療クラークの業務内容は、東大阪市の募集の内

容である。医療クラークも含めて、やはり人手

不足なのではと感じている。病院長の一存で雇

えないという状況ならば、医師の要望に応える

べきと考えるが、人員増の計画について伺いた

い。 

 

 

Ａ．経営管理課長 

病院局としては、現在、具体的な医療クラー

クの配置計画はないが、各病院の意向の把握に

努めたい。医療クラークだけではなく、他の職

種等についても病院の要望を踏まえ総合的に勘

案して経営との両立を図りながら対応していき

たい。 

 

 

 

◆危機管理防災部関係（11 月４日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 追加要求資料１３の３５団体の整備状況を

見ると、消防ポンプ車は平均で９３．６％、

救急車は９４．８％など車両の整備は進んで

いるが、職員の充足率は伊奈町４２．５％、

八潮市５３．３％、行田市５４．１％となっ

ており、平均７０％程度の職員数となってい

る。基準では消防ポンプ車には５人が乗るこ

とになっているが、３人から４人で出動する

こともあるのか。平成２６年中に出動した消

防ポンプ自動車の乗車人員別の内訳はどう

なっているのか。 

２ ＃７０００とタブレットの効果があったと

のことだが、全体の１５％は医療機関決定で
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３０分以上を要している。長時間を要した事

例について、平日昼間と休日・夜間の違いは

あるのか。また、受入決定までの所要時間が

最長の事例については先ほど説明があったが、

照会回数最多の事例はどのようなものか。 

３ 資料４、行政報告書の１００ページ、防災

行政無線の管理・運用について、「災害時にお

ける通信連絡体制を確実に確保するため、県

庁と関係地域機関、市町村、消防本部及び防

災関係機関を結ぶ地上系防災行政無線（固定

局２４３局、移動局２８５局）及び衛星系防

災行政無線(１７２局)の管理・運用を行った。」

とあるが、平成２６年度に住民向けに統一放

送を県全域で行ったことはあるのか。私の理

解するところでは、１つの自治体ごとに使っ

ているものと承知していたが、いくつかの自

治体を超えて同じ放送をすることがあるのか。

また、Ｊアラート訓練は実施したのか。 

４ 資料４、行政報告書の１０１ページ、「震災

に強いまちづくりの推進」の中の防災拠点と

なる公共施設の耐震化率について、平成２３

年から平成２５年へと数値が上がってきてい

るが、平成２６年の数値はどうか。また、耐

震化率１００％の目標年次はどうなっている

か。この数値の対象となる公共施設は何を指

しているのか。避難場所に指定されていると

ころか、あるいは自治体の全ての施設である

のか。 

 

 

Ａ．消防防災課長 

１ 実際の乗車人数については消防統計にはな

い。消防防災課に消防本部から派遣されてい

る職員に確認したところ、５人や４人又は３

人で運用する場合はあるが、２人で運用する

ケースはないとのことである。なお、この充

足率はあるべき理想の数字であり、現有車両

に対する充足率では、八潮市が７６％、伊奈

町は６５％となっている。今後、消防庁の統

計もこの捉え方に変わる予定である。県とし

ては、これらの消防本部は消防の広域化を進

めることによって消防力を高めていきたいと

考えている。 

２ 救急隊員の業務量増加に伴う過剰な負担を

避けるため、継続的に統計は取っていないが、

平成１９年７月から８月に消防本部の協力で

調査をしたことがあり、それによると搬送困

難事案がもっとも多かった時間帯は２０時か

ら２１時５９分であった。曜日別では日曜日

が一番多い。休日、夜間は専門のドクターが

いないので困難事例が発生しやすい。現在も

状況は変わらないと考える。 

所要時間最長の事例は、４７歳男性、蕨市

消防本部の管内で平日昼間の事例である。精

神疾患があり処置困難と判断した医療機関が

多かったと思われる。 

３ 県と市町村の防災行政無線の使い方は異

なっている。県の防災行政無線は、市町村や

消防本部等との連絡調整の役割があり、市町

村防災無線は市町村の防災情報や行政情報を

住民に放送する役割である。県と市町村の防

災無線は別々の役割を持っており、総務省か

らそれぞれ個別に免許を受けている。よって、

県の防災行政無線で県民に向けた一斉放送し

た事例はない。 

 

 

Ａ．危機管理課長 

３ Ｊアラートは、弾道ミサイル、緊急地震速

報等の緊急情報を瞬時に住民に伝達するシス

テムである。平成２６年度は３回の訓練を実

施した。 

４ 報告書にある耐震化率については、消防庁

が翌年度に集計し例年年度末に公表するもの
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で、平成２５年度の数値は平成２７年２月に

公表されたものである。平成２６年度の数値

については、現在消防庁にて集計中である。

目標年次は、現行の５か年計画において、平

成２７年度に１００％としている。本調査に

おいて防災拠点として対象としている施設は、

庁舎などの災害応急対策拠点、学校や公民館

などの避難場所、警察署や消防署などであり、

県内６，８３３棟となっている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 消防ポンプ自動車の機能をフルに発揮する

ためには、適切な乗車人員が必要である。１

台で１本又は２本の消火栓を使うかによって

消火能力に大きな違いがある。３人乗車では

１線しか使えないのではないか。実情はどう

か。 

２ 広域化はスケールメリットで充足率が高

まってしまう。広域化だけが充足率を高める

手段とは思えない。他の方策はないのか。 

３ 照会回数３４回の方は最後には医療機関に

搬送されたのか。 

４ Ｊアラートの訓練結果はどうか。不具合等

はなかったか。 

 

 

Ａ．消防防災課長 

１ 消防ポンプ車に３人乗車の場合では、１線

となるのが現状である。近隣の消防本部との

応援協定で対応していく。 

２ 昨年度から県内の充足率の状況を市町村に

示し、定数増を働き掛けている。この結果、

消防職員の実数は平成２４年４月１日現在の

８，１８４人から平成２７年４月１日には８，

３５４人と１７０人増えた。 平成２２年から

平成２６年の間に全国平均は１．５％増だっ

たが、本県は２．２％増えている。市町村の

理解により実数を伸ばしている。 

３ ３４回目の照会により最終的には医療機関

に搬送された。 

 

 

Ａ．危機管理課長 

４ ３回目の訓練で不具合等のあった１７市町

については、再訓練を行った。再訓練では不

具合はなかった。したがって、一部の市町で

は４回訓練を行ったことになる。 

 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 防災拠点６，８３３棟の中には、市町村の

避難場所を全て含んでいると考えてよいか。 

２ 充足率の向上についてだが、県と消防本部

の関係や充足率を上げてほしいと働き掛ける

場合の根拠はどうなっているか。 

 

 

Ａ．危機管理課長 

１ 本調査における防災拠点には、市町村の全

避難場所を含んでいる。 

 

 

Ａ．消防防災課長 

２ 県と消防本部の関係であるが、消防組織法

には「市町村の消防は、消防庁長官又は都道

府県知事の運営管理又は行政管理に服するこ

とはない」と定められている。一方、消防組

織法には「都道府県知事は、必要に応じ、消

防に関する事項について市町村に対して勧告

し、指導し、又は助言を与えることができる」

ともあり、これに基づき、助言・指導の一環

として行わせていただいている。 



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 

 
 

- 36 - 
 
 

◆警察本部関係（11 月４日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 信号機設置要望について、この５年間で警

察署から上がった１,００８か所に対し設置

が４９６か所である。直近２年では設置率が

約４割で、６割については積み残しになって

いる。多くの自治体から要望が寄せられた中

で、警察署で精査をして上げられたものは、

少なくとも８割、９割は設置すべきと思うが、

予算がないのでできないという以外の見解を

伺いたい。 

２ 横断歩道や止まれの標識やラインが消えか

かっている問題について、平成２６年度には

消えかかっている箇所にどの程度対応できた

のか。 

３歩車分離式信号機の設置前と設置後の効果は

どのように表れているか、今後の設置計画と

併せて伺いたい。 

４ 警察署別交番数の推移では、この５年間で

蕨署で１減、上尾署で１増、秩父署で１増し

ており、必ずしも増やさないというわけでは

ない。２署で増やした理由は何か。また、越

谷レイクタウンは、ここ数年で県内では最も

激変しているが、設置の必要性をどう認識し

ているか伺いたい。 

５ ＤＶ相談件数がこの５年間で２,５５３件

から４,７３９件の１．８倍、検挙件数が１０

６件から６１８件の５．８倍に激増している

が、相談件数が増加した理由、検挙数が大幅

に増加した理由について伺いたい。併せて、

相談者は、本人、家族、友人等のうち誰が多

いのか伺いたい。 

６ 女性警察官の増員計画及び警部以上の幹部

登用の目標があるのか伺いたい。 

７ 自転車事故が減少した理由をどのように考

えているのか、どのような対策を実施してき

たのか、今後、どのような対策を実施してい

くのか伺いたい。 

８ 認知症などの病気を持つ免許取得者に運転

させない方策について、これまでどのように

取り組んできたのか。また、無事故・無違反

の方へのゴールド免許は何歳までという決ま

りはあるのか伺いたい。 

 

 

Ａ．交通規制課長 

１ 信号機設置以外の方法で安全対策を講じる

とともに、それでも安全対策が十分でなく危

険性があると認められる交差点については、

次年度各警察署から再度要望が出される形に

なっている。そこで危険度、緊急度、必要度

を判断し、緊急性、必要性の高いものについ

て順次設置していく。なお、平成２２年から

平成２６年までの間、信号機を４９６基設置

しているが、東京、神奈川、千葉を含めて関

東管区内では最も多い設置数である。 

２ 横断歩道の補修要望について、平成２６年

度中に３，４８８本の要望があり、同年度中

に７９％の２，７６９本の補修を完了してお

り、残りについては平成２７年度の予算で対

応する。摩耗の著しい横断歩道がないと言え

ないため、道路管理者や警察署と連携を図り、

漏れのない摩耗状況の掌握に努める。 

３ 平成２４年度に設置された３０の交差点の

歩車分離の設置前後１年間の事故統計を取っ

たところ、１８.１％減少し、効果的な対策と

なっているため、歩車分離式信号機は次年度

以降も計画的かつ効率的に設置を進めていく。 

 

 

Ａ．交通部長 

１ 信号機設置要望において、予算以外にその

理由はあるのかとのことだが、大きな理由は
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まさにそのとおりである。本県においては既

存の信号機が有効に活用されているかどうか、

また今現在その信号機が必要なのかどうかに

ついての見直しを実施している。設置から数

年経ち、今現状においてこの信号機が有効に

活用されていない、あるいはそこまで必要性

がないといったものについては、随時見直し

を行って移設することも念頭に置いている。 

２ 横断歩道の摩耗等によって見えない箇所が

ある件については、横断歩道のラインを引く

ためにお金がかかるが、４ｍのところを３ｍ

にし、予算を掛けない中で同じ機能を持たせ

る方法についての工夫をしている。県警とし

ては、交通安全の環境を作っていかなければ

ならないと理解しており、その中で優先順位

を付けさせていただいていることを御理解願

いたい。 

 

 

Ａ．地域部長 

４ 交番数の増加については、駐在所を交番化

したものであり、純増ではない。上尾警察署

については、六道駐在所を羽貫駅前交番に、

秩父警察署は、野上駐在所・長瀞駐在所・樋

口駐在所を統合し、長瀞交番にした。交番設

置の基本的な考え方は、警察官数が限られて

いる現状から、地域の治安情勢、人口、面積、

近隣の警察施設の設置状況などに加え、地域

住民の意見要望等を総合的に勘案し、効率的

かつ効果的に警察活動を行えるようバランス

よく行うこととしている。越谷レイクタウン

地区への交番の設置についても、交番設置の

基本的な考え方を踏まえ、今後も総合的に検

討し、関係機関とも連携して、適切に対応し

ていく。 

 

 

Ａ．子ども女性安全対策課長 

５ 相談件数が増加した理由は、平成２３年に

長崎県西海市において女性２名が殺害される

事件が発生し、さらに平成２４年に神奈川県

逗子市において女性が殺害される事件が相次

いで発生し、「ＤＶ・ストーカー事案に対する

社会的関心が高まったこと」、「警察の取り組

みの強化が広く周知され相談しやすくなった

こと」、「平成２５年７月にＤＶ防止法等の改

正があり、規制対象及び保護対象が拡大され

たこと」によるものと考えている。 

次に、検挙者数が増加した理由は、相談件

数が増えたことと被害届の件数も増えたこと

により大幅に増加したものと考えている。ま

た、相談者については、平成２６年に受理し

たＤＶ相談４，７３９件の全てで被害者から

相談を受けている。ただし、一部の相談では、

被害者からの相談に先立ち、家族、知人、自

治体等からの事前相談や情報提供を受けたも

のもある。 

 

 

Ａ．警務課長 

６ 県警察では、「埼玉県警察女性警察官採用・

登用拡大計画」を策定しており、この計画に

基づき女性警察官の採用、登用の拡大に努め

ている。女性警察官の増員計画については、

平成２５年度からの５年間で４００人を採用

することとしており、平成３０年度において、

全警察官の定数の１０％を目標に採用の拡大

に取り組んでいる。また、幹部登用の目標に

ついては、具体的な目標は設定していないが、

幹部登用の拡大に努めており、平成２６年の

春季人事異動では、県警で初めて女性警察官

を所属長に登用している。今後も引き続き、

女性警察官の採用・登用の拡大に努めていき

たい。 
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Ａ．交通企画課長 

７ 本年６月に自転車講習制度が始まったこと

等の報道により、県民の交通ルールの順守に

関する意識が高まったことや、自転車の通行

環境が整備されてきたことなどにより、自転

車事故が減少したと考えている。実施した対

策については、これまで、子どもや、高齢者

を対象とした自転車運転免許制度等による交

通安全教育、交通違反者の指導警告、検挙活

動を推進してきた。今後も、交通安全教育や

自転車安全利用五則の普及など、幼少期に安

全意識を根付かせる活動、また、主に高齢者

を対象に事故時の被害軽減を図るヘルメット

の普及活動を進める。 

 

 

Ａ．運転免許課長 

８ 認知症などの病気を持つ免許取得者に運転

させない方策については、「免許取得時、更新

時の『質問票』による一定の病気の申告」、「７

５歳以上の高齢運転者の免許更新の際の認知

機能検査」、「医師からの通報」、「各種警察活

動における臨時適性検査該当者発見報告」、

「警察署の免許窓口・運転適性相談室におけ

る各種相談（家族・本人）」により、 発見し、

運転させないように努めている。なお、ゴー

ルド免許の年齢制限はない。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 警察署からの横断歩道の補修申請を制限し

ているのではないか、また、平成２６年度に

設置した信号６０基の中には改良も含まれて

いるのではないか。 

２ 警察官の増員がなく女性警察官を増やすと

いうことは、男性警察官の採用を抑えて女性

警察官の比率を上げるという方針なのか。 

３ 認知症などの病気を持つ免許取得者に運転

させない方策について、今以上の対策につい

て伺う。 

 

 

Ａ．交通規制課長 

１ 各警察署に対して、横断歩道の補修申請を

制限するような指示は一切していない。また、

平成２６年度の信号機設置６０基は全て新設

である。 

 

 

Ａ．運転免許本部長 

３ 平成２９年には改正道路交通法が施行され、

適性検査等について大幅改正がなされる。認

知機能検査など認知症発見のための枠が広が

り、その結果免許取消しや停止などにつなが

ることもあり、幅広く発見につながるものと

思われる。 

 

 

Ａ．警務課長 

２ 本県の警察官の業務負担は依然として高い

ため、警察官の増員については、国に対し引

き続き要望していきたいと考えている。併せ

て、女性警察官の採用拡大にも努めていくこ

ととしているものである。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

信号機６０基の新設のほかに、移設と改良を

した信号機があるということでよいか。 

 

 

Ａ．交通規制課長 

新設のほかに、移設又は改良を実施している。 
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◆県民生活部関係（11 月５日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 消費者対策の推進について、消費生活相談

員は、平成２６年度２９人で、平成２２年度

の３８人から９人も減っている。そのため、

相談員１人当たりの相談件数は年間１００件

近く増えているが、十分な成果は上がってい

るのか。 

２ 消費生活相談員の身分はどうなっているか。 

３ 相談件数が、平成２２年度や平成２３年度

と比べ、平成２４年度から平成２６年度は減

少しているが、相談員を減らしたためではな

いのか。 

４ 弁護士などの消費者苦情処理アドバイザー

の助言について、平成２６年度に何件であっ

たのか。 

５ 特定商取引法により、行政処分を行った事

業者について、その業務停止期間、消費者へ

の補償及び現在の営業状況はどうなっている

か。 

６ 特定商取引法及び県条例により、改善指導

を行った事業者について、その後の状況を継

続的に把握しているのか。改善がされている

と判断しているのか。 

７ 県市町村の公立スポーツ施設数について、

平成２４年度が２，８５９で、平成２５年度

２，８３９となり、２０減少した。平成２６

年度では２，６７２になり、前年度に比べ１

６７施設減った。この２年間で１８７のス

ポーツ施設が減ったことになる。スポーツの

振興を掲げる県として、スポーツ施設数の減

少をどのように捉えているのか。また、この

うち、増加した施設があるのか。 

８ わがまち防犯隊の育成・充実では、平成２

６年度５，８６０の団体が活動しているが、

活動状況をどう把握しているか。 

９ わがまち防犯隊に対する補助の予算措置は

あるか。 

10 わがまち防犯隊の活動団体数に地域偏在は

ないか。 

11 わがまち防犯隊が消滅することなく、世代

継承しながら充実させていくためにどのよう

なことを援助しているのか。 

12 わがまち防犯隊を今後どこまで増やしてい

く計画か。 

13 平成２６年度のわがまち防犯隊の顕著な効

果は、どのようなものがあるか。 

 

 

Ａ．消費生活課長 

１ 県の消費生活相談員については、平成２２

年度当時、３８人のうち２４人が週３日１７

時間３０分勤務の職員、残りの１４人が週４

日２９時間勤務の職員が混在しており、これ

を平成２５年度までに順次、全員を週４日２

９時間勤務に切り替えた。この結果、相談員

の人数は減ったが、全相談員の相談業務を行

う合計時間は反対に増加している。また、平

成２２年度から土曜日の相談も受け付けてい

るが、勤務する相談員の数は平成２２年度当

時の２人から順次増員し、平成２５年度は５

人で相談を受け付けている。このように、相

談員の勤務時間の増加などの相談体制の強化

を図ってきたので、相談処理が迅速になり、

相談者の苦情にもより適切に対応できるよう

になった。成果はあったものと考えている。 

２ 地方公務員法第３条第３項第３号に規定さ

れる非常勤特別職の公務員である。 

３ 市町村の相談体制の充実が大きな要因であ

ると考えている。県は、相談者がより身近な

窓口で相談を受けられるようにするため、こ

れまで、財政的な支援も含め、市町村の相談

窓口の充実を支援してきた。これにより、平
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成２１年度以前は相談窓口を持たない市町村

があったが、平成２２年度に全ての市町村が

相談窓口を持つようになり、その後、順次整

備が進み、昨年度全ての市町村で週４日以上

相談が受け付けられる体制が整った。この結

果、過去に５０％台だった市町村への相談割

合が、平成２６年度では６７％まで増加した。 

４ 苦情処理アドバイザーの助言回数は、平成

２４年度は５２回、平成２５年度は３７回、

平成２６年度は４３回である。 

５ 平成２６年度に処分した９事業者の業務停

止期間は、３か月が３事業者、６か月が４事

業者、９か月が２事業者である。消費者に対

する補償は、特定商取引法上に規定がないが、

処分した事業者はクーリング・オフには対応

している。また、消費者から契約解除の要求

があれば、可能な限り対応していると聞いて

いる。処分した事業者の現在の状況は、処分

後、ほとんどの事業者が廃業している。 

６ 改善指導を行った事業者については、全国

の相談情報を集めたデータベースシステムに

より継続して監視しておりほとんどの事業者

が、センターへの消費相談がなくなったり、

激減している。 

 

 

Ａ．スポーツ振興課長 

７ 県内の市町村のスポーツ施設数は２，００

０以上であるが、数字の数え方については、

例えばテニスコート１面を１施設といったよ

うな形でカウントをしている。このため、１

８７の減といっても、その全てが施設丸ごと

なくなったというわけではないことを御理解

いただきたい。一方で、施設老朽化など様々

な要因がある中で減ってきていることは事実

である。今後は現存する施設をいかに有効活

用して、県民がスポーツに親しめる機会を提

供していくかが重要である。また、増加した

施設としては、熊谷市に、旧市立女子高校を

改修したスポーツ文化村「くまぴあ」が新設

されている。その中には人工芝のグラウンド

のほか、多目的グラウンド、テニスコート、

体育館等のスポーツ施設がある。さらに、深

谷市ではプール施設にビーチバレーのコート

を設けた。その他、ランニング、ウオーキン

グ又は自転車というような形で、スポーツ施

設を使わずに身近な環境を使って行うスポー

ツも増えているので、スポーツ施設を使うス

ポーツ、使わないスポーツ両面から振興をし

ていきたい。 

 

 

Ａ．防犯・交通安全課長 

８ わがまち防犯隊の活動状況については、地

元警察署において把握しており、全ての団体

が活動していると承知している。また、県に

おいても職員を派遣しパトロールへの同行指

導を行い、実際の活動の支援をしている。な

お、平成２６年度は８１回実施した。 

９ 予算措置については、防犯パトロールの活

動開始時に必要となる帽子や夜光チョッキ等

のパトロール用品の整備、また、パトロール

に伴う保険等について市町村を通じて補助を

行っている。平成２６年度は、３４市町に約

２，０００万円の補助を行った。 

10 地域偏在については、わがまち防犯隊は、

県下全体の自治会レベルで約７５％で行われ

ており、特に県南部に集中していたり、県北

部が活動していないなどの偏在はないと認識

している。 

11 世代継承については、県内６３市町村の退

職者を対象にわがまち防犯隊への加入の働き

掛けを行っている。また、若い世代を取り込

むために、県内の大学に働き掛けを行い、今
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年６月には、立正大学の学生約２５名による

わがまち防犯隊「Ｒｉｓ（りす）のおまわり

さん」が結成された。 

12 今後の団体数の増加については、本年９月

末現在、５，８６３団体で、増加は鈍化傾向

にある。本年度から開始した第３期防犯のま

ちづくり推進計画では、埼玉県内を面として

捉えて、防犯活動をしている地域の割合を、

平成２６年４月の約７５％から、平成３１年

度までに８５％に上げることを目標に掲げて

いる。 

13 わがまち防犯隊の活動による顕著な効果に

ついては、具体的な事例は承知していないが、

平成２６年の刑法犯認知件数は前年に比べ減

少しており、特にひったくりや路上強盗、自

転車盗等の街頭犯罪が減少している。これは、

警察の活動に合わせ、わがまち防犯隊による

見せる警戒を行った効果であると認識してい

る。また、積極的な防犯活動を実施している

団体には、感謝状を贈呈している。平成２６

年度は、埼玉県防犯のまちづくり推進会議に

おいて９７団体、防犯のまちづくり県民大会

において地域安全功労団体として４５団体に

対して贈呈を行った。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ スポーツ施設については、統廃合を含め、

新しい施設をどう作っていくかという観点も

必要であると思うが、計画はあるか。 

２ 行政処分を受けた悪質業者が再度、別の手

口や名称を変えて復活する場合がある。警察

の手を借りなければ難しいと思うが、こうし

た事業者に対して、どのように対応している

のか。 

３ 消費生活相談員に非常勤を充てている理由

は何か。 

Ａ．スポーツ振興課長 

１ 現在、市町村では、新しい施設を作るより

も、既存の施設の老朽化にいかに対応してい

くか、高機能化を図るかというような形で整

備が進められている状況である。 県としては、

市町村施設について、国庫補助の関係など、

いろいろな相談に乗っていきたい。 

 

 

Ａ．消費生活課長 

２ 残念ながら、一度処分を行った事業者が名

称を変えて、違法な業務を行うことは現実に

存在する。県としては、処分を行った事業者

の立入検査の際に従業員名簿を入手しており、

それをもとに全国の消費生活相談データベー

スで継続して監視している。実際に昨年度処

分した事業者の責任者が、本年８月に処分し

た事業者の支店長であったという例がある。

処分後も引き続き監視の目を強め、例えば業

務停止３か月であったのをより長い期間とす

るというような重い処分を実施していく。ま

た、県警とも情報を共有していく。 

３ 専門的な資格を有する者を、その技能を用

いて相談業務を行ってもらうため、任期１年

の非常勤としている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

消費生活相談員の持っている資格とは何か。

県職員で資格保持者はいないのか。 

 

 

Ａ．消費生活課長 

消費生活相談員は、消費者問題に関する専門

知識と相談処理能力が必要で、消費生活専門相

談員、消費生活アドバイザー、消費生活コンサ

ルタントのいずれかの資格を保持する人を採用
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している。なお、県職員については資格保持者

の調査をしたことがないので分からないが、専

門的な知識を必要とするため、限られた数であ

ると思われる。 

 

 

 

◆県土整備部（含 収用委員会）関係（11 月５

日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 追加要求資料１１の２ページ「直轄事業負

担金の推移（河川分）」について伺う。直轄事

業費負担金の河川分について、平成２６年度

８５億７千万円とあるが、このうち八ツ場ダ

ム、思川開発、霞ヶ浦導水事業への支出額は

どれくらいか。 

２ 都市計画道路保谷朝霞線について、平成２

６年度までの進捗状況はどうなっているか。 

３ 追加要求資料１８「踏切の交差箇所数及び

立体交差箇所数と事業の推移」について、踏

切除却事業実施箇所のうち、東武伊勢崎線１

０７号踏切及び同１２４号踏切の除却見通し

はどうか。また、平成２６年度の執行額及び

累積事業費はいくらか。 

４ 追加要求資料２２「県発注工事に係る建退

共証紙の購入状況等について」について、公

共工事の見積もりに占める建退共（建設業退

職金共済制度）の証紙購入に係る金額はいく

らか。また、証紙は１枚いくらか。平成２６

年度の証紙貼付状況が３０６,３４１枚と

なっているが、これは建設労働者が所有する

建退共の台紙に貼付されたものか。 

 

 

Ａ．参事兼河川砂防課長 

１ 八ツ場ダムの事業費は３億５，０３３万３，

７６８円、思川開発は０円である。霞ヶ浦導

水事業については、本県は治水の受益地の対

象でないことから事業負担はない。 

 

 

Ａ．道路街路課長 

２ この道路は昭和４３年に都市計画決定され

ており、事業化に向けて現在の諸基準に合致

するよう、都市計画変更の手続きを進めてい

る。現在、道路線形や幅員、主要な構造物の

見直しを行っており、特に国道２５４号との

交差部は地形が複雑であることから、現況測

量を実施し、詳細な検討を行っている。また、

関越自動車道との交差部では、既設構造物へ

の影響について地質調査等の調査及び検討を

進めている。 

３ １０７号踏切については、現在、県では都

市計画道路大場大枝線の道路整備として、当

該踏切の隣接箇所で鉄道立体交差工事を推進

している。同踏切は、地元自治会や春日部市

から存続希望が強いことから鉄道管理者であ

る東武鉄道（株）との調整を進めており、現

在のところ、その取扱いはまだ決定されてい

ない。事業費については、平成２６年度執行

額は約３億８，０００万円で、累積事業費は

平成１７年度から平成２６年度までの間で約

４４億円である。次に、１２４号踏切につい

ては、春日部駅付近連続立体交差事業の計画

区間にあるため、同事業により除却する予定

である。平成２６年度は、これまでの調査や

春日部市のまちづくり計画などを踏まえて、

春日部市、東武鉄道（株）と課題解決に向け

て検討を進めているため、新たな調査等は実

施していない。また、累積事業費は、事業に

着手した平成１３年度から平成２６年度まで

の間の調査費として約６億６，０００万円で

ある。 
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Ａ．建設管理課長 

４ 公共工事の見積もりに占める建退共の証紙

購入金額についてであるが、公共工事の積算

においては、法定福利費である建退共の証紙

購入に要する経費を、現場管理費として一括

計上している。受注業者の見積もりに占める

証紙購入金額は、資料のとおりであり、平成

２６年度の県発注工事においては、契約金額

が９９２億６，３３９万８千円、証紙購入金

額は１億３，４１３万９千円となっている。

建退共証紙は、１枚３１０円である。平成２

６年度の証紙貼付枚数の３０６,３４１枚に

ついては、建設労働者が所有する建退共の手

帳に貼付されたものとして報告された枚数を

計上している。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 保谷朝霞線の現在の県と地元自治体及び住

民との合意形成状況はどうか。また、今後の

説明会開催の見通しはどうか。 

２ １０７号踏切については除却しない可能性

もあると理解してよいか。また、連続立体交

差事業については、２年後の事業認可に向け

て都市計画決定を行うと捉えてよいか。 

３ 県では、証紙の貼付枚数は、建設労働者の

手帳に貼られているものとして認識している

ようだが、実際は貼られているものではない。

どのように認識しているのか。全部貼られて

いることを確認しているのか。 

 

 

Ａ．道路街路課長 

１ 平成２６年７月開催の地元説明会において、

「道路幅員は２０ｍではなく２７ｍ必要であ

り、車線数については４車線で整備する」旨

を伝えたところである。また、今後の説明会

開催については、現在、道路線形を検討して

おり、詳細が決まっていないことから、まだ

開催していない。 

２ １０７号踏切については、地元等は「存続」

を求めており、東武鉄道（株）は「除却」の

意向があり、今後、両者の調整を経て決定し

ていく。また、連続立体交差事業については、

市の「総合振興計画」において「２年後の事

業認可」となっていることから、今後、これ

を目標に検討を進めてまいりたい。 

 

 

Ａ．建設管理課長 

３ 埼玉県土木工事共通仕様書に基づき、県の

発注工事を請け負った会社から、証紙の貼付

状況を被共済者ごと、月ごとに何枚使用した

かを記入してもらい、県に報告してもらって

いる。県では証紙が手帳に貼られているもの

として認識している。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 地元においては、保谷朝霞線の道路幅員２７

ｍ、４車線拡幅されることについては同意し

難い内容と思われるが、道路拡幅に伴う地権

者数はどのくらいか。 

２ 建退共の証紙については、そのような報告

を受けて、建設労働者の手帳に貼られている

と認識していることは理解するが、実際は違

う。答弁は不要である。（意見） 

 

 

Ａ．道路街路課長 

１ 路線形等は、図上で検討している段階のも

のである。現地での測量は未実施のため、対

象となる地権者数は現在、把握していない。 
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◆福祉部関係（11 月６日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 行政報告書１４３ページ「（１）埼玉県子育

て応援行動計画の推進」について、「埼玉県子

育て応援行動計画」では保育所等の受入枠を

９万２，３２８人から今後５年間で１１万１

５２人に増やす目標としているが、この目標

設定に当たっての根拠を伺う。 

２ 追加要求資料１３「②待機児童数推移」を

見ると、待機児童数は平成２６年度当初は９

０５人、平成２７年度当初は１，０９７人と

なっている。これとは別に、認可保育所や認

定こども園に入所できなかった不承諾児童数

が、平成２５年度には４，１０３人、平成２

６年度には４，７６７人、平成２７年度には

６，２５２人に上ると聞いている。待機児童

数に表れない不承諾児童が大勢いるのが現状

である。今年１月の０歳から５歳までの児童

のうち保育所を利用している割合である入所

率は２６％である。ウーマノミクスの効果も

あり、働きたいという母親が増えているため、

入所率は高まっていくと思われる。入所率の

向上を見込んで入所枠の拡大を考えていかな

ければ待機児童は解消されないのではないか。

目標値が甘いのではないかと考えるが見解を

伺う。 

３ 厚生労働省の賃金構造基本統計調査によれ

ば、平成２６年度の保育士の給与は埼玉県が

２０万９，９００円であるのに対し、東京都

は２４万２００円となっており、東京都に隣

接する自治体では保育士の確保が困難になっ

ている。「埼玉県子育て応援行動計画」を推進

するためには保育士の確保が課題であるが、

保育士の給与引き上げが必要ではないかと考

えるが現状をどう認識しているのか。 

４ 埼玉県高齢者支援計画では、特別養護老人

ホームの入所定員を平成３１年度までに１０，

３９０人増やして３９，７９９人にするとし

ている。ところが、特別養護老人ホームの入

所希望者は平成２６年度で１４，９４７人お

り、計画を達成しても現在の待機者も入所で

きないことになる。高齢者人口は更に増える。

この計画では間に合わないのではないか。目

標値を実態に合わせて引き上げる必要がある

という認識はあるのか伺う。 

５ 行政報告書１５４ページの「（８）介護人材

確保対策の推進」について、介護職員処遇改

善加算は平成２４年度に設けられ、月額１万

５，０００円相当の加算が受けられるように

なった。平成２７年度からは更に月額１万２，

０００円相当が上乗せされ、合計で月額２万

７，０００円相当の加算が受けられるように

なった。加算を受けている事業所は平成２６

年度では８２．５％となっているが、なぜ残

りの約２割は加算を受けていないのか。 

６ 介護職員処遇改善加算の対象は介護職員に

限られており、ケアマネジャー、看護師、調

理師などは対象外であるため、事業者は大変

苦労している。介護職員以外の職員にも加算

が適用されるようにしてほしいとの要望が事

業者から県に届いているのか。また、介護職

員処遇改善加算は、加算を受けると利用者の

自己負担に跳ね返るという問題もあるが、県

はどのように認識しているか。 

７ 平成２７年度に介護報酬が２．２７％に引

下げられたことによる事業所へのダメージを、

県としてはどのように認識しているか。 

 

 

Ａ．少子政策課長 

１ 保育所等受入枠の目標値は、各市町村が定

めた受入人数の目標値を合計したものである。

市町村は、平成２５年度に住民の就労希望や
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保育の希望などに関する調査を実施し、調査

結果に潜在的な意向も加味して保育のニーズ

を推計し、受入人数の目標値を定めたもので

ある。 

２ 市町村のニーズ調査をもとに県の目標値を

定め、平成３１年度までに受入枠の確保を進

めていくこととしているが、今後、保育所の

申込状況が大きく変化する場合などには、市

町村と連携して、県の計画の見直しを考えて

いく必要があると考えている。 

３ 給与の改善は、保育士の人材確保のために

重要な取り組みであると考えているが、県単

独で給与の改善を行うことは、財源の問題も

あるため難しい。費用対効果を検証し、実施

できるかどうかを研究していく。給与改善以

外にも、県内で働く保育士が増えるように、

地元就職を希望する方を対象としたＰＲなど

を実施し、人材確保に努めていく。 

 

 

Ａ．高齢者福祉課長 

４ 計画の目標数と待機者数の数だけ見ると、

追いつかないように見えるかもしれないが、

特別養護老人ホームの整備は平成１５年度末

以降、増加数、増加率とも埼玉県が１都３県

では１番であり、市町村とも連携しながら対

応してきている。施設サービスは介護保険制

度の運営に大きな負担になるものである。特

別養護老人ホームだけを増やすのではなく、

在宅でのサービスが受けられる体制、そして

最後のセーフティネットである特別養護老人

ホームを含めた地域包括ケアシステムを整え

る必要がある。次期の高齢者支援計画では、

入所希望者数を踏まえ市町村と連携しながら

目標を設定する。 

５ 介護職員処遇改善加算の取得率は、平成２

６年度が８２．５％、平成２７年度の９月時

点が８６．１％となっている。介護職員処遇

改善加算は毎年度改善の計画書を提出するこ

とが条件である。このため、年度途中にオー

プンした事業所では、様子を見てから申請し

ようというところもあり、なかなか９０％を

超えるような取得率にならない。加算を受け

ていない事業所の中には、元々賃金を高く設

定しているところもある。また、委員御指摘

のとおり、利用者の負担に影響があることか

ら、加算を取得しないところもある。 

６ 加算の対象を介護職員だけでなく他の職種

にも広げてほしいという声は、事業者団体を

通じて県にも届いている。県では、加算の対

象を介護現場で働く全ての職員に拡大するよ

う、国に要望している。また、介護報酬の中

で賃金を引き上げれば、介護保険財政や利用

者負担への影響があるので、平成２７年度か

らは介護報酬とは別枠で措置するよう国に要

望している。 

７ 介護報酬引き下げのダメージについては、

今月に調査を行うよう準備しているところで

ある。対象は、特別養護老人ホーム、介護老

人保健施設、通所介護事業所、訪問介護事業

所を予定している。職員の賃金の状況も含め

て詳しく調査する予定である。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

現在の県の保育所入所率は２６％であるが、

今後加速度的に入所率が高まっていくことが考

えられる。平成２５年度の調査に基づいて受入

人数の目標値を定めたとのことだが、市町村計

画の積み上げでなく、現在の保育所入所率２

６％がどのくらい上昇するかを県が独自に予測

して、目標値を定めることはないのか。 
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Ａ．少子政策課長  

市町村における保育ニーズの状況を踏まえ、

県として見積もることが可能か、今後検討して

いきたい。 

 

 

 

◆教育局関係（11 月６日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 臨時的任用教員について、本会議の一般質

問に、県は多くの教員の新規採用に努め、定

数内臨時的任用教員の比率は減少傾向にある

と答弁していた。しかし、追加要求資料１５

の平成２２年度と平成２６年度の臨時的任用

教員の比率を比べると、小学校では１．７％、

特別支援学校では０．９％増えている。中学

校、高等学校の臨任率はやや下がっているが、

全体では平成２２年度と比べて平成２６年度

はやや増えているのが実態である。臨時的任

用教員を減らすという答弁を踏まえて努力し

ていく必要があると思うが、平成２６年度の

新規教員の採用予定者数は何人で、平成２５

年度と比べてどのくらい増えたのか。また、

教員の採用枠の拡大について、どう取り組む

のか。 

２ 市町村ごとの臨任率だが、平成２６年度、

戸田市では小学校１６．８％、中学校１９．

０％となるなど、県の臨任率を大きく上回っ

ている自治体もあると聞いている。臨任率の

高い自治体の現状や自治体間でのアンバラン

スについて、県の認識と今後の対策について

伺う。 

３ 追加要求資料の４３、学校管理費について、

学校管理費の予算は年々徐々に増えてきてい

るが、県立学校や特別支援学校の教職員から

は「基本的に光熱水費と学校行事等に関わる

教員の旅費で使い切り、備品購入もままなら

ない」などの声を伺うことが多くなっている。

近年の電気料金、水道料金などの値上げ、消

費税増税、物価上昇などを考えると、現場は

深刻なのではないかと思う。実態をよく把握

して不自由をきたさないように、平成２６年

度にはどのように対処をしてきたのか。 

４ 追加要求資料２６、県立高校の団体費につ

いて、県立高校の保護者はＰＴＡや後援会の

会費として年間平均２６，０００円あまりを

負担している。資料では、平成２６年度２６,

１２１円となっている。ある高校では、ＰＴ

Ａ会計から行事費の約１００万円が文化祭や

体育祭に支出され、ある工業高校では、後援

会会計から実習用消耗品・教科用備品に５６

１万円が支出されていると聞いている。本来、

教育予算で措置すべきものが、実際はＰＴＡ

会計や後援会会計から補填され、実質的には

保護者負担となっている。平成２６年度決算

を見ると、保護者負担の軽減のためにも、学

校運営に必要な予算を確保することが必要で

あると思うが、どのように学校現場を把握し

ているのか。 

５ 先日、当委員会で埼玉県立近代美術館を視

察した際、平成２７年度の美術品購入予算が

３３０万円と聞いた。しかし、この５年間は

予算額２，０００円とほとんどないに等しい。

近代美術館の展示品購入費の過去最高額はい

くらか。より魅力ある施設にするために、展

示品購入費をどのように評価し、位置付けて

いくのか。 

 

 

Ａ．教職員採用課長 

１ 平成２６年度の新規採用教員の採用予定者

数とその増減を、志願区分別に申し上げる。

小学校は８４０人で前年度と比べて増減なし、
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中学校は５２０人で増減なし、高等学校は４

５０人で増減なしである。特別支援学校につ

いては高等学校に含めて試験を実施している。

養護教員は２５人で５人増、栄養教員は５人

で５人増、合計１，８４０人で、１０人増で

ある。 

 

 

Ａ．小中学校人事課長 

１ 臨任率が高いことについては、課題として

捉えている。これまで、退職者数に見合う数

を採用すると、将来、現在と同じように大量

退職が発生する可能性があること、年齢構成

の不均衡を加速させてしまう懸念があること

から、長期的な展望に立った教員採用を進め

てきたところである。 

今後については、児童生徒数の推移をしっ

かり見極めるとともに、退職者数、再任用見

込みの数等を考慮して、臨任率の減少に向け

て、採用数の拡大を含めた見直しを検討して

まいりたい。 

２ 臨時的任用教員の多い主な要因である、児

童の転出入の多い地域においては、学級数の

確定が困難であり、直前まで教職員の定数が

定まらず、臨時的任用教員で対応せざるを得

ない状況であった。一方で、児童生徒数が減

少している地域、将来学校の統廃合を予定し

ている地域においては、教員が定数を超える

状況に備えて、臨時的任用教員の割合が高く

なっているところもある。 

また、退職者については、原則として新採

用教員と再任用教員で補充するが、地域に

よっては教員数が不足し、臨時的任用教員を

充てることとなったことも考えられる。県教

育委員会としても、臨時的任用教員の割合の

高さや、市町村間でアンバランスな状況にあ

ることは、課題として重く受け止めている。

今後、市町村の臨時的任用教員の割合につい

て、各教育事務所を通じて市町村に数値を伝

え、解消に取り組むよう指示をしたところで

ある。 

臨任率の減少に向け、中長期的な視点に

立った計画的な採用、再任用教員の活用など

により、正規採用の教員を確保し、減少に努

めていきたい。 

 

 

Ａ．財務課長 

３ 学校管理費については、財政状況が厳しい

中で予算の確保に努めている。しかしここ数

年ほぼ横ばいという状況であり、各学校で

様々な工夫や努力を重ねていることは認識し

ている。管理費予算は、県の予算編成方針上、

毎年５％のシーリングがかかる中、平成２７

年度予算についても、なんとか横ばいの予算

を確保している。全庁的にも財政状況が厳し

く、国に対し国庫補助金や地方財政負担軽減

の更なる充実を機会があるたびに要望してい

る状況である。 

また、執行においては、スケールメリット

を生かすように、財務課にて複数の学校に共

通する備品等の購入を一括で行い、予算の節

減に努めている。このような節減により、生

み出された予算があれば、年度途中でも学校

に実情を聞き、予算を再配分するなどして、

できるだけ多くの学校の要望に応えられるよ

う努めている。引き続き、様々な工夫を行い、

予算の確保に努めていきたい。 

４ 県立高校の団体費についてであるが、保護

者の熱意により、施設整備、備品整備の一部

が、保護者の御負担により行われている事実

がある。しかし、県立学校の運営に係る施設

整備や備品の整備については、基本的に県費

により賄うべきものである。保護者負担の軽
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減に努めるよう県立学校を通じて教職員並び

に団体会計の長に対して周知やお願いをして

いる。さらに、毎年、学校を通じて、団体費

の活用の将来計画を作成し提出を求めて計画

的に運用していただいた結果、団体費におけ

る保護者負担の額は平成１８年度と比較し、

８．７％、３，２５０円の減少と、今のとこ

ろ削減傾向となっている。引き続き、将来計

画を作成していただくことを通じ、保護者負

担の軽減に努めていきたい。 

 

 

Ａ．生涯学習文化財課長 

５ 美術品購入費の過去最高額は、開館１０周

年の平成４年度、７億２，００１万円である。 

近代美術館では、本県にゆかりのある優れ

た作家の作品、本県の美術界に影響を与えた

国内外の作家の作品、本県美術文化の振興に

寄与する作品を対象とする収集方針の下に美

術作品を購入している。魅力ある展示を行う

ためには、美術作品の購入は大変重要である

と認識しており、厳しい財政状況の中、引き

続き予算の獲得に向けて頑張っていきたい。 

なお、新たな美術作品の購入以外にも、収

蔵する美術作品の最大限の活用や他の美術館

から目玉となる美術作品の借用、複数の施設

が共同で行う巡回展の方法など、近代美術館

の職員は魅力ある展示の実現に向けて工夫を

行っている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

２，０００円の予算が５年間続いているとい

う状態では、答弁していることとやっているこ

とがあまりにも違いすぎるのではないか。やっ

と今年度に３３０万円ついたようだが、これで

よいのか。 

Ａ．生涯学習文化財課長  

様々な教育課題が山積する中、厳しい財政状

況を鑑みて、予算要求を断念せざるを得ない状

況があった。しかし、直近の平成２１年度の購

入以降５年以上にわたり新たな美術作品の購入

を行わないことは、近代美術館における体系的

な資料収集の観点から望ましい状況ではなかっ

たため、平成２７年度予算で約３３０万円の購

入費を要求して確保した。引き続き、予算の獲

得に努めていきたい。 

 

 

秋山委員 

３３０万円でも少ない。けたが違うとの認識

が委員の間にもある。努力をしてほしい。 

（要望） 

 

 

 

◆産業労働部（含 労働委員会）関係  

(11 月 17 日) 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 中小企業の支援について伺う。５か年計画

における「県の支援による創業件数」につい

て、年２０８件のペースで創業しているが、

創業したという事実確認は何によって判断し

ているのか。 

２ 県内企業の平成２６年度の倒産件数は３７

９件、５年間の平均では５０３件であるが、

平成２４年から平成２６年までの県内企業数

の動向をどのように分析しているのか。 

３ 新規融資開始件数と融資額は共に大きく減

少している。平成２２年度から平成２６年度

までの間、県の融資について、申込件数と実

行件数はどう推移しているか。 

４ なぜ、融資が実行されなくなっているのか。
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どう分析しているか。 

５ 平成２２年度から平成２６年度までの間、

融資残高はどう推移しているか。 

６ 同機関における融資焦げ付き件数、金額の

推移はどうなっているか。 

７ 融資利率の０．３％引き下げによる利子の

軽減額はどのくらいになるか。 

８ 融資利率の引き下げは返済終了まで継続さ

れるのか。 

９ 融資利率の引き下げ分は金融機関が負担す

るのか、県が負担するのか。 

10 貸金業者の指導及び監督について他の都道

府県に登録している貸金業者に対しては、ど

のように検査・指導、苦情・相談しているの

か。営業所が県内にある場合は検査・指導し

ているのか。 

11 貸金業の登録業者数が平成２６年度末で３

４業者とあるが、これは同年度に新規に登録

された数か。その場合、これまで県に登録さ

れた業者の累計はいくつか。 

12 貸金業者の廃業をどのように確認している

か。 

13 大規模小売店舗立地法の適正な運用につい

て伺う。大規模小売店舗立地審議会では、従

来の既存商店への影響を含む審議を行ってき

たのか。どういう立場でやってきたのか 

14 商店街の振興支援事業では、平成２６年度

は支援実績が１件のみであるがなぜか。また、

県内小売業商店数の推移について、商店街の

店舗数が激減している一方で、大型店の店舗

面積が小売業全体の店舗面積に占める割合は

増加している。商店街の振興が功を奏してい

ないと思われるが、どう分析しているのか。 

15 雇用情勢に対応した就業支援について伺う。

ヤングキャリアセンターの就職確認者数２，

２０２人のうち、正規雇用者数、非正規雇用

者数の内訳はどうなっているのか。 

16 県立高等技術専門校の若者向け職業訓練を

１７１人が修了して全員就職し、３５歳まで

の３０人も訓練校と企業での就業実習を通し

て就職したが、正規雇用・非正規雇用の内訳

はどうなっているのか。また、こうした大変

優れた取組が少人数にとどまっているのはな

ぜか。 

17 女性の就業支援では２，２６０人が託児

サービス付き職業訓練で７１.３％の方が就

職につながったが、正規雇用・非正規雇用の

内訳はどうなっているか。 

18 障害者の就業支援について伺う。平成２６

年度の民間企業の障害者雇用について、雇用

義務企業数は何社か。また、法定雇用率達成

企業数と未達成企業数はどうだったのか。 

19 障害者雇用納付金制度については、平成２

６年度はどのように配分・交付されたか。 

 

 

Ａ．参事兼産業支援課長 

１ 産業振興公社内の「創業ベンチャー支援セ

ンター」の支援による創業件数をカウントし

ている。センター職員や創業アドバイザーが

相談後約３か月から４か月後に創業の熟度を

見ながら相談者に対して電話等で、開業届や

法人設立届等の有無を確認して創業の実態を

つかんでいる。 

 

 

Ａ．産業労働政策課長 

２ 平成２６年度の倒産件数３７９件は、平成

３年度の３９８件以来２３年ぶりに４００件

を下回る水準となった。県内企業数は、経済

センサスの直近の調査確定値である平成２４

年データと前回調査の平成２１年データを比

較すると、平成２１年の１８万６，５８２社

から平成２４年の１７万４，８１６社へと、



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 

 
 

- 50 - 
 
 

１万１，７６６社、率にして６．３％減少し

た。全国では減少率８．１％であり、全国よ

り減少率は低くなっている。 

 

 

Ａ．金融課長 

３ 融資申込件数は、平成２２年度が２万９８

８件、平成２３年度が１万８，９７２件、平

成２４年度が１万６，４１８件、平成２５年

度が１万６，２８７件、平成２６年度が１万

６，１９７件となっている。融資実行件数は、

平成２２年度が１万７，３７８件、平成２３

年度が１万６，０１５件、平成２４年度が１

万４，８４９件、平成２５年度が１万４，９

４７件、平成２６年度が１万４，７５３件と

なっている。 

４ リーマンショック後に資金繰りに苦しむ中

小企業の助けとなるよう、時限的に「セーフ

ティ緊急融資」や「緊急借換資金」といった

新たな制度を導入したため、平成２１年度が

融資実行のピークとなった。その後は、資金

需要が一巡したこと、金融機関が条件変更に

柔軟に対応するケースが増えたこと、また、

ここ数年は民間金融機関の貸出し意欲が旺盛

でプロパー融資による貸出しを積極的に行っ

ていることなどから、減少傾向となっている

ものと考える。なお、融資枠については、平

成２６年度、平成２７年度とも３，６００億

円と十分な額を確保している。 

５ 制度融資の残高は、平成２２年度が約７，

８０９億円、平成２３年度が約７，３３９億

円、平成２４年度が約６，５１０億円、平成

２５年度が約５，７７９億円、平成２６年度

が約５，１３０億円となっている。 

６ 融資焦げ付き件数については、制度融資の

県信用保証協会による代位弁済の件数とすれ

ば、平成２２年度が２，２１２件で約２０５

億円、平成２３年度が２，０２６件で約１９

６億円、平成２４年度が１，９３９件で約１

９２億円、平成２５年度が１，６３４件で約

１５９億円、平成２６年度が１，３２１件で

約１１９億円となっている。 

７ 最も一般的な事業資金・一般貸付で、１，

０００万円の融資を７年間で返済するケース

をシミュレーションすると、１．９％から１．

６％に引き下げたことにより、総額で１０万

６，０００円の利子の負担軽減となる。 

８ 県制度融資は融資実行時の固定金利が適用

されるため、返済終了まで継続される。 

９ 金融機関の収益の減少になるという意味で

は、金融機関の負担である。 

10 ２つ以上の都道府県に営業所を有する貸金

業者は国の管轄となり、本店の所在する財務

局が検査・指導を行うことになる。これら業

者に関する苦情・相談についても、監督権限

を有する財務局を紹介することになる。 

11 登録業者数３４業者は、平成２６年度末現

在に埼玉県知事登録のある貸金業者の総数で

ある。平成２６年度に新規登録された貸金業

者は３業者である。また、これまでに県に登

録された貸金業者の累計は３，３５０業者で

ある。 

12 貸金業を廃業した場合、３０日以内に届け

出ることが義務付けられている。平成２６年

度は３業者が廃業した。 

 

 

 

Ａ．商業・サービス産業支援課長 

13 執行機関の付属機関である大規模小売店舗

立地審議会やその下部に位置する庁内連絡会

議は、大規模小売店舗立地法の、周辺地域の

生活環境を保ちつつ大型店の適正な立地を図

る、という趣旨に沿って開催している。 
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14 商店街の振興支援事業についてであるが、

平成２６年度に国の創設した補助制度が県の

制度よりも事業者の負担が少なくて済むもの

であった。このため、県としても国の補助制

度の活用を勧めたことが理由である。また、

店舗数については、平成２６年度の商店数は

速報値であり、約１万社の未整理分が計上さ

れていない。確報値は１２月下旬に出る予定

である。県としては、やる気のある商店街へ

の支援を必要と考え、黒おび商店街を中心に

商業振興を行っている。今後もやる気の高い

商店街を中心とした支援を行い、商業振興を

進めていきたい。 

 

 

Ａ．就業支援課長 

15 就職確認者数２，２０２人のうち正規雇用

者数は１，３９１人である。 

18 対象企業数は２，７３７社で、法定雇用率

達成企業数は１，１９５社、未達成企業数は

１，５４２社である。 

19 障害者雇用納付金制度は国の制度で、事務

は独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援

機構埼玉支部が行っており、納付金の配分・

交付については把握していない。障害者雇用

納付金制度の仕組みは、未達成企業から不足

１人につき月額５万円を徴収し、障害者を法

定雇用率以上に雇用している事業主へ企業規

模に応じて１人当たり月額２万７，０００円

ないし２万１，０００円を給付するものであ

る。 

 

 

Ａ．産業人材育成課長 

16 若年者向けの職業訓練で２年コースを修了

し就職した１７０人のうち、正規雇用は１６

９名、非正規雇用は１名、デュアルシステム

訓練で就職した３０人のうち正規雇用は２９

名、非正規雇用は１名であった。デュアルシ

ステム訓練が少人数である理由は、機械科の

定員に関しては訓練機械の数に限りがあるた

めである。また、機械科以外にデュアルを広

げることも難しい。例えば、空調システムは

メンテナンス業務が中心であり、ユーザーの

都合に合わせると勤務が不規則になりがちで

実習になじみにくい。また、情報処理も機密

情報や個人情報を実習生に扱わせることに企

業は抵抗を感じる。こうしたことから、デュ

アルシステム訓練は相性のよい機械科のみで

実施している。 

17 女性の職業訓練後の就職状況について、託

児サービス付の委託訓練のみを抽出したデー

タはないが、民間委託訓練を経て就職した女

性は２，６１５人おり、うち正規雇用は４１％、

非正規雇用は５９％である。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 民間金融機関の直接融資より制度融資の方

が有利ではないのか。また、融資審査会には

金融機関が入っていて、安全な企業にしか融

資していないのではないか。 

２ 貸金業者数３４業者は平成２６年度におけ

る県への登録数であり、累積数は３，３５０

業者との答弁があったが、数字の意味につい

て再度説明をお願いしたい。 

３ 廃業した貸金業者の把握について漏れはな

いのか。 

４ 商店街の店舗数について、未整理分は件数

が分からないのか。比較できないデータを資

料に掲載することはおかしいのではないか。 

５ 若年者向けの職業訓練で２年コースを修了

した者は正規雇用につながっている。この取

組は是非拡大していただきたい。（意見） 
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６ 障害者の法定雇用率の未達成企業への指導

などはどのように行っているか。 

７ 小規模企業への雇用促進を図るため、どの

ような支援を行っているか。 

 

 

Ａ．金融課長 

１ 現在、「埼玉金利」といわれるように民間金

融機関の間での金利競争が激化しており、比

較的リスクの少ない企業に対しては、制度融

資より有利な利率のプロパー融資で顧客確保

が行われている。ただ、全ての企業が受けら

れるわけではなく、融資が受けづらい企業の

最後の砦として、制度融資の意義は変わらず

にあると考えている。また、現在、融資審査

会はなく、個々の融資案件について金融機関

と信用保証協会が審査している。 

２ 貸金業者の登録は毎年度更新するものでは

ない。平成２６年度末現在登録を受けていた

業者が３４業者である。そのうち３業者が平

成２６年度中に新規登録した。累積数という

のは、すでに廃業した者も含む県にこれまで

登録した全ての業者数のことである。 

３ 毎年、全事業者に立入検査を行っているの

で、把握が漏れることはない。 

 

 

Ａ．商業・サービス産業支援課長 

４ 報値である平成２１年度と平成２４年度の

データを資料に載せる方が適当だったかもし

れないが、少しでも直近の数値と考えて使用

してしまった。今後、１２月に発表される確

報値をフォローしていく。 

 

 

Ａ．就業支援課長 

６ 未達成企業に対してはハローワークが達成

指導を行っており、併せて県の設置した障害

者雇用サポートセンターが企業を訪問し、障

害者の仕事の切り出しなど雇用アドバイスを

行っている。 

７ 小規模企業に対しても、障害者雇用サポー

トセンターが企業の状況に即した支援を丁寧

に行っている。また、ハローワークには障害

者雇用を行う企業への助成制度があるので、

その活用を含めてアドバイスを行っている。 

 

 

 

◆農林部関係（11 月 17 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 平成２６年の埼玉県の農業生産額及び林業

生産額はどのくらいで、前年度と比較すると

どうか。また、国内に占める割合及び順位は

どうなっているか。 

２ 行政報告書２２５ページの農業経営法人化

推進事業で、平成２６年度は７２２法人で前

年度から７８法人増加しているが、組織する

農家戸数と人員はどうなっているか。また、

追加資料１４では、基幹的農業従事者が平成

１４年度では６万９，７２０人、平成２２年

度には５万８，６８１人とあるが、平成２６

年度ではどうなっているか。一方で、平成２

６年度の新規就農者は２８４人だが、どう分

析しているのか。また、抜本的対策の柱は何

であると分析しているか。 

３ 行政報告書２２５ページの２月の大雪被害

については、平成２６年度末時点で撤去が１

００％、再建が７２．２％とあるが、その後

の進捗状況はどうか。農林部の努力はどのよ

うな成果となって表れているか。また、追加

資料４０を見ると、被害が最も大きかった深

谷市で再建完了率は９４．１％、２番目の本



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 
 

 
 

- 53 - 
 
 

庄市では８９．２％だが、まだ再建が完了し

ていない理由と市町村への支払状況にタイム

ラグがある理由は何か。 

４ 行政報告書２２７ページで平成２６年度に

おいて新たに農業に参入した企業は３法人と

あるが、これまでの累計はいくつか。また、

全ての法人が活動しているのか。 

 

 

Ａ．農業政策課長 

１ 農業産出額の発表は例年１２月中旬のため、

平成２６年の農業産出額は不明である。平成

２５年の農業産出額は２,０１２億円であり

前年と同額である。国内に占める割合は２．

４％であり、全国順位は１８位となっている。 

 

 

Ａ．森づくり課長 

１ 成２６年の林業産出額はまだ公表されてい

ない。平成２５年の林業産出額は２０億２，

０００万円であり、平成２４年と大きな変化

はない。国内に占める割合は０．５％であり、

全国順位は３８位となっている。 

 

 

Ａ．農業支援課長 

２ 農業法人を構成する農家戸数は約１，９０

０戸である。また、農業法人の常時従事者の

平均は１５．４人であることから、約１万１，

０００人と推計される。基幹的農業従事者の

数値は平成２２年の農業センサスが最新であ

り、平成２６年度決算時の数値はない。基幹

的農業従事者の減少の要因は高齢化による農

家全体の減少が大きい。抜本的対策の柱は、

主業農家の規模拡大及び経営力の高い新規就

農者を確保することと考えている。農業産出

額の約７割を主業農家が担っており、主業農

家数を維持するために年間２８０人の新規就

農者の育成が必要であるため、今後も質の高

い新規就農者の育成に努めていく。 

３ 大雪被害からの再建については、平成２７

年１１月４日現在の完了率は９６．６％であ

り、事業を実施した５６市町村のうち４８市

町村において、全ての農業者の再建が完了し

ている。 

農林部の努力の成果としては、国に対し農

業被害対策について要望し、農業用ハウスの

撤去・再建・修繕へ助成が認められ、県議会

においても補正予算を認めていただいたとこ

ろである。また、補助事業の円滑な執行を図

るため、市町村開催の説明会等に、延べ７１

７人の県職員を派遣した。 

さらに、ハウスの撤去・再建のスピードアッ

プのため、県内外の施工業者と現場とのマッ

チングを行った。その結果、平成２７年度中

には、全ての農業用施設の再建完了を見込ん

でいる。 

４ 平成２７年３月時点で、９５地区、８８企

業が農業に参入し、３企業については不採算

などを理由に撤退している。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

大雪被害で廃業した農家はあったのか。 

 

 

Ａ．農業支援課長  

規模の縮小や、ハウス栽培から露地栽培への

転換、収入を得るために他産業へ一時的に従事

した農家はあったが、廃業した農家は確認して

いない。 
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◆保健医療部関係（11 月 19 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 乳幼児の医療費助成は県が就学前までとし

ているが、市町村が単独で年齢拡大を行って

いる。平成２６年度決算では県は２６億３，

４２０万８千円の補助を行ったが、補助率は

おおよそ２分の１であった。平成２６年度に

県内市町村が子ども医療費助成制度で実際に

支給した額の何％にあたるのか。また、県内

全市町村が中学校卒業まで助成している都道

府県はいくつあるのか。 

２ 重度医療について、県は平成２７年１月か

ら重度心身障害者となった年齢が６５歳以上

の者を対象外とした。これにより対象から外

れた人数は、平成２６年度には何人であった

か。県補助額ではおおよそいくらと分析して

いるか。また、通年ではどうか。 

３ 平成２５年度に発足した埼玉県総合医局機

構について、医師不足病院への医師の派遣の

実績、若手医師のキャリア形成支援、女性医

師の支援、高校生の志養成事業の実績はどう

か。 

４ 平成２６年度の地域枠医学生奨学金貸与者

４８人の在籍学校はどこか。卒業後県内指定

医療機関に勤務すれば、返済は不要になるの

か。また、指定医療機関とは何を指すか。  

さらに、奨学金の月額と６年間の総額はい

くらか。 

５ 県外医学生奨学金貸与者が４１人いるが、

奨学金の内容はどのようなものか。 

６ 臨床研修医と後期研修医の研修資金につい

て、県内に定着すると貸与された研修資金の

返還は不要になるのか。研修資金の月額や年

額はいくらか。 

７ 平成２６年度に順天堂大学附属病院の誘致

が決まったことはよいことだと思うが、医学

部設置に関する成果と到達点を知りたい。 

８ 埼玉県総合医局機構のトップは誰が務めて

いるのか。同機構は常設で恒常的に活動・機

能するものなのか。 

９ 平成２６年４月１日から県内全ての救急車

などにタブレット端末２８３台を整備して、

救急医療機関の受入可否情報をリアルタイム

で確認することができるようになったが、ど

のような成果があったのか。 

 

 

Ａ．国保医療課長 

１ 県が把握している市町村の助成額は県補助

対象分のみであり、それぞれの市町村におけ

る事業費の実績は把握していない。また、各

都道府県の補助対象は調査しているので把握

しているが、全国の市町村の助成対象年齢ま

では把握していない。 

２ ６５歳以上で新規に手帳を取得したため、

重度医療の対象外となった方は平成２６年度

では５１７人で、補助額への影響は約２，５

００万円と推計している。また通年分につい

ては、平成２７年度予算においては、マイナ

ス２億８，０００万円と試算している。 

 

 

Ａ．医療整備課長 

３ 総合医局機構を通じた医師派遣については、

平成２６年度は５０人の医師派遣を行った。

次に、若手医師のキャリア形成支援について

は、県の奨学金貸与者が卒業後県内病院で

キャリア形成を行うことができるプログラム

を作成した。女性医師支援については、１７

件の相談を受け、２人の医師が復職した。ま

た、当直免除など短時間勤務を希望する女性

医師の代替医師の雇用支援を行い、１２人の

女性医師が雇用継続となった。次に、高校生
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の志養成事業については、１３８人の高校生

が参加した。 

４ 地域枠医学生については、全員が埼玉医科

大学の学生である。卒業後９年間、指定医療

機関に勤務すれば、全額返還不要となる。奨

学金は月額２０万円で、６年間の総額は１，

４４０万円である。なお、指定医療機関とは、

小児科、産科、救急科、県北など医師不足地

域の公的医療機関である。 

５ 県外医学生奨学金については、月額２０万

円の奨学金のほかに、入学金として１００万

円を上限に貸与している。 

６ 臨床研修医は月額１０万円、後期研修医は

月額２０万円の資金貸与となっている。県内

の産科、小児科、救命救急センターで勤務す

れば、返還不要となる。 

８ 埼玉県総合医局機構のトップは金井忠男県

医師会長である。医師確保・派遣委員会など

３つの委員会などで構成され、県、県医師会、

大学、病院長などによって構成され、一元的

に医師確保を推進している。 

９ タブレットを導入した平成２６年度と導入

前の平成２５年度を比較すると、重症患者の

うち、受入要請回数が４回以上となった事案

が１６％減少した。そのため、効果は現れて

いると考えている。 

 

 

Ａ．保健医療政策課長 

７ 医学部設置の認可権限は国にあることから、

国に対して、医師数が著しく少ない地域につ

いては、医学部新設の対策を講じるよう、働

き掛けを行っているが、国は新設を認めない

方針を堅持している。県としては、国の方針

が出るのをただ待つわけにいかないので、県

内医師の確保に有効な手段として、医師確保

及び育成に資する病院、具体的には医師を自

ら養成するとともに、供給をコントロールで

きる大学附属病院の整備が有効ではないかと

の考えから、平成２６年度において、医学系

大学院設置に関して国内でも特色のある大学

院の状況と大学病院及び医学系大学院の整備

に伴う経済効果を調査し、一般病院よりも大

学附属病院及び大学院を誘致した方が、経済

波及効果が高いという結果を得た。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 乳幼児医療費助成の埼玉県の補助対象は就

学前だが、市町村が努力して平成２７年度に

は全市町村が中学校卒業までとしており、そ

うした意味では高い水準にあると言える。  

これは私の個人的意見だが、県も対象年齢

を引き上げるべきだと思う。（要望） 

２ 重度医療について、平成２７年１月から３

月までに除外された方は５１７人ということ

だが、通年では４倍にすればいいのか。 

３ 地域枠医学生奨学金について、指定医療機

関で勤務しない場合、奨学金の返還は一括で

行うのか。また、返還利息は徴することにな

るのか。 

４ 私の地元の春日部市の医療機関からは、受

入可否情報を全て登録すると実際の受け入れ

が大変になるので、リアルタイムに情報を出

さないことがあると聞いている。実際、救急

医療情報システムの受入可否情報はどの程度

リアルタイムに提供されているのか。 

 

 

Ａ．国保医療課長 

２ 平成２７年度予算においては約６，３００

人が除外されると試算している。 
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Ａ．医療整備課長 

３ 貸与期間の１．５倍、例えば医学生に６年

間貸与した場合、９年間指定医療機関に勤務

した場合には返還免除となる。これが果たせ

ない場合、奨学金は一括して返還していただ

く。現時点では返還利息は徴していない。 

４ 医療機関は１日２回応需情報を入力してお

り、加えて、救急隊が搬送事案ごとに受入れ

や受入不可などの情報を逐次入力している。

かなりリアルタイムに近い状況であると考え

ている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ ６，３００人という人数は実人数か。 

２ 奨学金の一括返還を求めることは厳しすぎ

るのではないか。 

 

 

Ａ．国保医療課長 

１ 実人数を想定している。 

 

 

Ａ．医療整備課長 

２ この奨学金制度は条件を明示した上で応募

を受け付けているが、大変多くの応募をいた

だいている。卒業後、必ず県内医療機関で勤

務していただきたいとの強い期待の意味を込

めて、一括返還としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆環境部関係（11 月 19 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 「廃棄物処理対策の推進」について、指標

「一般廃棄物の１人１日当たりの最終処分量」

の平成２６年度の数値を伺う。また、既に目

標は達成しているが、新たな目標数値を定め

るのか。 

２ 行政報告書１２８ページ 「一般廃棄物対策」

の「一般廃棄物処理実績の推移」を見ると平

成２３年度以降、数値が横ばいとなっている

が、引き下げのための取組を伺う。 

３ 指標「産業廃棄物の最終処分率」の最終処

分率について、算出方法と平成２６年度の実

績値を伺う。また、「福島第一原子力発電所事

故に係る放射能の影響」で、汚泥の最終処分

量が増加したとの記述があるが、平成２６年

度の状況を伺う。 

４ 「環境保全対策の推進」について、中川、

綾瀬川の「全国水質ワースト５河川」からの

脱却を目標としているが、達成の見通しはど

うか。また、脱却に向けてどのような対策を

行っているのか。 

５ 「石綿対策の推進」について伺う。アスベ

ストが建材として用いられた建物が更新時期

に当たる。大気汚染防止法に基づく解体工事

の全数立入を行い、３件の行政措置を行った

とあるが、この内容と効果を伺う。また、県

と市町村との役割分担はどうなっているのか。 

６ 「石綿廃棄物対策の推進」について、家屋

解体現場等への立入件数が９０５件となって

いるが、その内容と効果を伺う。また、市町

村との役割分担を伺う。 

７ 追加要求資料２３「産業廃棄物の不法投棄、

不適正処理に対する立入検査実施数の推移と

改善状況」について、監視指導件数が減少し

ている理由を伺う。また、不法投棄をはじめ
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とする不適正処理事案について、指導や改善

の状況を伺う。 

８ 「緑のトラスト運動の推進等」について、

平成２６年度までにさいたま緑のトラスト基

金に寄附をした人数、企業数とその総額を伺

う。第１３号地「無線山・ＫＤＤＩの森」で

取得した面積４．８ヘクタールのうち、約７

８％は企業からの寄贈であるが、その経緯に

ついて伺う。また、候補地・取得地の選定は

どのような基準に基づいて行われているのか。 

９ 追加要求資料３０「航空自衛隊入間基地及

びアメリカ空軍横田基地周辺の騒音調査結果」

について、平成２６年度は１２地点ある測定

地点のうち８地点から７地点に適合地点が減

少しているが、測定地点及び周辺の住宅防音

工事は完了しているのか。また、騒音発生者

に対し、どのように改善を求めたのか。 

 

 

Ａ．資源循環推進課長 

１ 平成２６年度の実績は現在集計中である。

新たな目標数値については、現在、平成２８

年度から平成３２年度までを計画期間とする

「第８次埼玉県廃棄物処理基本計画」を策定

中であり、現状のデータや国の動向などを踏

まえ、同計画において設定したい。 

２ ごみを出さないライフスタイルの呼び掛け、

分別を徹底し再資源化を促進するなど、最終

処分量を縮減する取り組みを推進していく。 

３ 最終処分率は、産業廃棄物の「排出量」を

分母、「最終処分量」を分子として計算するも

ので、排出量中の最終処分量の割合を示すも

のである。なお、平成２６年度の数値は現在

集計中である。また、汚泥の最終処分量につ

いても平成２６年度の実績は集計中であるが、

増加した汚泥は浄水場から発生している。再

生利用が進んでいない県内の浄水場に対して

は、県から汚泥の再生利用の再開を働き掛け

ている。その結果、再生利用を再開したとこ

ろもあり、最終処分率の数値は改善していく

見込みである。 

 

 

Ａ．水環境課長 

４ 平成２５年度は綾瀬川、中川がワースト１、

２位であったが、平成２６年度は水質が改善

したことにより、ワースト１位を脱却した。

また、ワースト５河川の水質の差が狭まって

いる。また、下水道の普及、合併処理浄化槽

への転換、台所対策及び中川水循環センター

処理水の水質改善等について取り組んでいる。 

９ 住宅の防音工事は国直轄事業であり防衛省

北関東防衛局が行っていることから、県とし

て進捗状況を把握していない。騒音発生者に

対しては、県及び１４市町で構成する埼玉県

基地対策協議会や１４都道県で作る渉外関係

主要都道県知事連絡協議会において、早朝、

夜間の飛行禁止や防音工事の促進を要望して

いる。 

 

 

Ａ．大気環境課長 

５ 立入検査では、飛散防止対策がとられてい

るかを事前に確認している。全数に立入指導

を行うことにより、石綿の飛散による健康被

害の未然防止につながると考えている。また、

市町村との役割分担であるが、法令又は県か

らの権限移譲により、仕事を切り分けており、

さいたま市など９市は、市の事務として立入

検査などの指導を行っている。 

 

 

Ａ．産業廃棄物指導課長 

６ 建設リサイクル法の届出事務を所掌してい
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る建築安全センター、特定行政庁等から情報

を入手し、立入検査を行っている。個人住宅

や倉庫など建築物の解体工事を対象に、分別

解体と再資源化、廃棄物処理法の基準の順守

等を指導している。廃棄物の排出先を確認し

て不適正処理の未然防止が図られる効果があ

る。また、石綿に関しては、石綿含有廃棄物

の有無や、解体方法・処分先等を確認してい

る。市町村とは、合同での立入等を通じて情

報共有を図っている。 

７ 監視から立入指導に重点を移したことが件

数減少の原因である。例えば、排出事業者の

立入検査では、契約書及びマニフェスト等を

確認するなど時間を掛けて実施している。 

不適正な処理が疑われる処理事業者に対して

も時間を掛けてチェックを行っている。 

不適正処理事案への対応について、廃棄物

の保管量や保管場所など軽易な場合は、口頭

指導及び指導票による是正指導を行っている。

重大な違反事実である場合は、文書指導や状

況により行政処分を行う。不法投棄について

であるが、行為者が判明した場合は、行為者

に撤去させている。行為者が不明な場合は、

土地管理者に撤去を依頼している。 一般廃棄

物に関しては市町村に対応を依頼している。 

 

 

Ａ．みどり自然課長 

８ 「さいたま緑のトラスト基金」は昭和６０

年に設置された。平成２６年度までに、個人

からの募金は２５，５２７件、約３億４，８

００万円、企業からは１２，５９２件、約１

２億２，６００万円、合計すると約１５億７，

４００万円の寄附があった。第１３号地「無

線山・ＫＤＤＩの森」取得の経緯は、春には

地元で桜まつりが開かれるなど大変親しまれ

ていることから、伊奈町がＫＤＤＩに対し取

得を打診し、町と県でトラスト保全地として

取得した。ＫＤＤＩから、県と町が財政上負

担可能な範囲で土地を購入してもらいたいと

の打診があり、購入した土地を除く約８割の

取得地はＫＤＤＩから寄贈されたものである。

また、トラスト保全地の選定に当たっては、

市町村が取得費の３分の１を負担することに

なるため、まず、市町村から候補地を挙げて

もらう。選定基準は、優れた自然環境や歴史

的環境を有していること、保全の緊急性が高

いこと、保全に対する地権者等の協力が得ら

れることなどである。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 産業廃棄物の最終処分率であるが、算出時

の分子部分「最終処分量」とはどのようなも

のか。また、放射性物質を含む汚泥を再利用

することに問題はないのか。 

２ 下水処理施設の水質改善を図るとのことだ

が、高度処理等の導入にはコストがかかると

思うがどうか。 

３ 不法投棄対策について、監視パトロール体

制はどうなっているのか。 

４ 基地周辺の騒音対策について、国の事務で

はあるが、県民が置かれている状況を把握し

ていないのは遺憾である。県としての考えを

伺う。 

 

 

Ａ．資源循環推進課長 

１ 再資源化されたものなどを除き、最後に埋

め立てられる量が分子の「最終処分量」であ

る。リサイクル等を推進することにより、最

終処分率が下がる。なお、汚泥は、通常の処

分ができるものを再生利用しており、影響は

ないと考えている。 
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Ａ．水環境課長 

２ ハード面での変更は行わず、段階的高度処

理として運転状況を工夫することにより、窒

素、リンに加えＢＯＤ等の削減による水質改

善を見込んでいる。 

４ 国に情報提供を働き掛けていきたい。 

 

 

Ａ．産業廃棄物指導課長 

３ 不法投棄１１０番を設置し、２４時間体制

で通報を受け付けているほか、各環境管理事

務所及び本庁でも、年間６８３件の通報を受

けた。また、市町村からも情報提供を受け連

携して対応しており、夜間や休日は、民間委

託でパトロールを行っている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

産業廃棄物の最終処分率について、詳しく説

明願う。 

 

 

Ａ．資源循環推進課長  

分母である「排出量」が、中間処理により減

少し、更にリサイクルされる部分を除き、最後

に埋め立てられる量が「最終処分量」となる。 

 

 


